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郵政民営化委員会（第８２回）議事録 

 

１ 日時：平成２４年８月３０日（木）１３：２５～１６：３５ 

２ 場所：郵政民営化委員会室（永田町合同庁舎３階） 

３ 委員：西室委員長、米澤委員長代理、老川委員、清原委員、三村委員 

４ 議事：意見聴取 

・東京都町村会 

・全国地域婦人団体連絡協議会 

・日本郵政グループ労働組合 

・全国共済農業協同組合連合会 

・社団法人 生命保険協会 

・一般社団法人 全国銀行協会 

・欧州ビジネス協会 

・在日米国商工会議所 

・公益社団法人 経済同友会 

 

○西室委員長 

 それでは、ただいまから「郵政民営化委員会」の第 82 回会合を開催させていただ

きます。 

 本日は、委員５名全員の出席をいただいておりますので、定足数を満たしており

ます。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいりたいと思います。 

 本日のヒアリングは、昨日に引き続きまして、「郵政民営化委員会の調査審議に

関する所見（案）」について、今後の調査審議の参考とするために開催するという

ものでございます。 

 本日御意見をお伺いする金融機関及び利用者の関係団体としましては、東京都町

村会を初めとして全部で九つ御出席いただくことになっておりますので、委員の皆

様方、ひとつよろしくお願いいたしたいと思います。 

 本日のヒアリングの進め方でございますけれども、昨日のグループごとの方式と

は違って、団体ごと、個々別々に御意見をいただいて、その後で 10 分程度の質疑を

させていただくということにさせていただきたいと思います。 

 意見陳述の時間につきましては、各団体で５分以内ということでひとつよろしく

お願いいたします。 

 それでは、議事次第の順番に基づきまして、各団体からの御意見を頂戴したいと

思います。 

 まず、東京都町村会の方、よろしくお願いいたします。 

○坂本顧問 
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 それでは、恐縮ですが、座ったまま発言をさせていただきます。 

 私は、東京都町村会の顧問を務めております檜原村長の坂本善次と申します。 

 本日は、郵政民営化委員の皆様がとりまとめていただきました所見案に対する発

言の機会をいただきまして、誠にありがとうございます。委員の皆様には、郵政民

営化に当たりまして、ユニバーサルサービス確立のために御尽力をいただきまして、

誠にありがとうございます。 

 所見案を拝見いたしまして、ほとんど要望する所はありませんが、過疎地の村長

として少しわがままを言わせていただきたいと思います。では、よろしくお願いい

たします。 

 資料は、お手元に御配付させていただきましたものを読み上げて意見とさせてい

ただきます。 

 「郵政民営化委員会の調査審議に関する所見（案）」に対する意見 

 １ 金融二社のビジネスモデルについて 

 今般の郵政民営化法の改正により、「郵便のみならず貯金・保険を含む三事業一

体によるユニバーサルサービスが全国あまねく公平に提供することを確保すること

が、日本郵政株式会社の責務に課せられることになった。」ことから、「株式の完

全処分に関しては、金融二社の経営状況や郵政事業にかかるユニバーサルサービス

責務の履行への影響等を勘案しつつ、できる限り早期に処分することが義務付けら

れることとされた。」ところであります。 

 少子・高齢化が顕著である山間地域や島しょ地域においては、これまで郵便のみ

ならず貯金・保険を含む三事業一体によるユニバーサルサービスの提供によって、

地域社会が営まれてきたと言っても過言ではありません。 

 今後もこうした地域社会を維持していくためには、三事業によるユニバーサルサ

ービスの提供が不可欠であり、こうした公共的な役割を認識し、日本郵政の経営状

況の安定化に向けて、今後、早期に金融二社のビジネスモデルを明確にするととも

に、新規商品の開発を含め、新規業務を早急に実施すべきと考えます。 

 ２ 郵便局ネットワークの強みの発揮 

 郵政民営化委員会では、「利用者利便の向上に当たっては、地域住民の利便の増

進に資するため、郵便局ネットワークの強みを発揮した取り組みを行うことが、重

要なポイントである。」と指摘しています。 

 山間地域や島しょ地域においては、高齢化率が高く、民営化以前の郵便局ネット

ワークは、住民の利便性向上や高齢者の安否確認など、こうした地域の命の絆を守

るという大きな役割を担ってきました。 

 こうした郵便局ネットワークの強みの発揮について明記されたことは、評価する

ものでございます。しかしながら、こうした郵便局ネットワークについては、不採

算の事業であることから、民営化後は切り捨てられてまいりました。 



 

 

3

 また、山間地域や島しょ地域においては、都市地域とは異なり金融機関間の適正

な競争は、存在しないことは言うまでもなく、民間金融機関は、経営効率を目的に、

こうした地域から撤退しているのが現状でございます。 

 こうした中で、日本郵政が経営の安定化のため、支店統合ということになれば、

私たちの町村から地域金融機関を失うことにつながります。 

 利用者利便の向上という点からは、都市地域の支店統合を優先させるべきで、過

疎地域からの撤退は、あってはならないということであると考えております。 

 以上で私の考えを述べさせていただきました。よろしくお願いします。 

○西室委員長 

 どうもありがとうございました。 

 ただいま開陳していただきました御意見について、委員の皆様、御質問、御意見

ございましたら、よろしくお願いいたします。 

○清原委員 

 ありがとうございます。三鷹市長の清原です。 

 まず、坂本村長におかれましては、今回の郵政民営化法の改正における国会での

議論の中でも、貴重な現状に即した御発言をいただきまして、いわゆる過疎地域に

おける指定金融機関としてのゆうちょ銀行の必要性について、具体的な進展を見る

に至る影響力をお持ちいただいたこと、まず、自治体の首長の一人として敬意を表

し、感謝申し上げます。 

 さて、本日御意見いただきました中で、特に２点目の郵便局ネットワークの強み

の発揮ということについて、ユニバーサルサービスの提供が不可欠であるというこ

とと相まって重要であるという御指摘をいただきました。特に、山間地域や島しょ

地域においては、高齢化率が高いので、住民の利便性向上や高齢者の安否確認など

の地域の命の絆を守るという役割を、この後もむしろ果たしていくべきであると。

不採算であるからといって郵便局ネットワークを小さくするのではなくて、むしろ

具体的な取組みをすべきだというふうに御意見賜りました。 

 具体的に住民の利便性向上のために、特に山間地域や島しょ地域において高齢者

の安否確認以外に何か具体的な御提案があれば教えていただきたいことと、それか

ら、指定金融機関としての役割以外に、今後新たな郵便局あるいは郵政グループの

事業として、特に山間地域、島しょにおいて求められるものについて、郵政グルー

プが提案する可能性があるなしにかかわらず、御自由に御発言いただければありが

たいと思います。よろしくお願いします。 

○坂本顧問 

 実は、民営化される前は、郵便屋さんに、貯金を下ろしてきてほしいなとお願い

すると、郵便屋さんがそれを預かってお金を下ろしてきてくれたのですね。特に、

たまたま私ども檜原村の中には、車が行かない所もあるわけです。郵便屋さんがバ

イクで行って、そしてそのおばあちゃんの貯金通帳を預かって、翌日届けるという

こともやっていただいていたものですから、分社化によって全くそれが駄目になっ
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たということなのですね。そして、郵便屋さんが毎日定期的に、特に新聞も郵便屋

さんが配達するわけです。ですから、必ず、新聞をとっている所は、全戸、毎日歩

くわけです。そのことによって安否確認が自動的にできたり、そして、貯金を預か

っていくということは、年金暮らしの人が郵便局まで出ることも非常に大変な状況

があるわけです。ですから、その辺が非常に不便になったなという思いが私どもは

あるものですから、そこがやはり大きなポイントかなと思っております。 

 また、サービス面については、実は国会でも申し上げたのですけれども、私ども

の地域というのは民間の金融機関と保険会社にしてみれば、特に金融機関は、10 年

前は、私どもも銀行、信用金庫も営業マンが歩いていたわけです。全く今は歩かな

くなると同時に、隣の市にあった支店も移転して出張所みたいになってしまったり、

民間の会社がなくなることによって、貯金、あるいは保険に対する、住民の求めて

いるサービスが窓口で受けられないことが結構起きているわけです。ですから、で

きましたら、ローカルルールが適用できるのかどうか分かりませんけれども、いわ

ゆる過疎地においては、新たな保険サービスであるとか、あるいは民間の保険会社

の代理店的な役割をすることが可能かどうか、私は分かりませんけれども、要する

に、住民の求める保険、あるいは新たな貯金のサービスが受けられるようなローカ

ルルールを作っていただくと、非常にありがたいなと思っております。 

○西室委員長 

 どうぞ。 

○老川委員 

 ありがとうございました。 

 今のこととも関連するのですが、民間金融機関、都市銀行は余り地域にはないの

でしょうが、信用組合、信用金庫、あるいは農協とか、色々地域に根を張った金融

機関があると。そういう側からは、もう既に、我々はいっぱいやっていると。整理

統合はしても、サービスはなるべく維持できるようにやっているから、改めて郵政

の金融機関に入ってもらっては困ると、こういう御意見をよく伺うのですが、現実

に町村のお立場からすると、とてもこういう点で足りないんだと。郵便局がもっと

やってもらいたいという実情がおありなんだろうと思うけれども、今も若干お話が

ありましたけれども、具体的にお話しいただければと思います。 

 それから、もう一つは、今のお話で、民営化以後、郵便局が統廃合されてという

お話なのですが、民営化以前から相当人口の薄くなった所では、簡易郵便局を扱う

人自身がいなくなってしまっているということで閉鎖されたり、休業したり、そう

いう状況がたくさんあるのですが、これはなかなか回復させるといっても、なり手

がないとか、そういった実情もあるのだと思うのですが、そういったことについて

どんな御意見をお持ちなのか、これをお尋ねしたいのですが。 

○坂本顧問 

 まず、金融機関については、たまたま私ども檜原村の例を申し上げますと、信用

金庫も銀行もありません。農協があります。それで、建物も老朽化して、私どもは
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JA あきがわという農協があるのですけれども、そこの檜原支店も建物が四十数年た

って壊すことになったのです。これは撤退してしまいます。私は無理やりお願いし

て、庁舎の一角を明け渡して、そこに入ってもらいました。当時、一昨年になりま

すけれども、村長、契約は３年だよ。それは、要するに３年後には撤退しようとい

う意識があるのだろうと思っているのです。そうしますと、全く郵便局だけになっ

てしまいますから、サービスが、いわゆる民間の金融機関が提供するものはゼロに

なるわけです。ですから、その話も申し上げまして、たまたま色々交渉の中で、と

にかく 10 年契約してくれということで役場の庁舎へ入った。一番いい、村の会計課

のあった所を明け渡して、10 年間の契約を結んで、昨年の５月からスタートしまし

た。ですから、とりあえず農協は残りましたけれども、これが完全に将来残るとい

う保証は全くないのですね。ですから、やはり郵便局にそれなりのある程度のロー

カルルールを作って、業務を何とかしてほしいなというのが私の本音でございます。 

 そしてまた、撤退したお話がありましたけれども、古く遡って、郵便局というの

は、ほとんど地元の職員がやっていました。ですから、郵便局の在り方は、私が今

回一つお願いしているのは、同じ能力の職員であるならば、地元採用してほしい。

そのことによって、職住接近で過疎化の食い止めにもなるわけです。 

 それで、もうちょっと話させていただきますと、私は今回のような、たまたま新

聞で、過疎地の郵便局、隔日に、こういう報道が既にされています。そうしますと、

この先はなくなるなという思いがあるわけです。ですから、そのために、なぜ私が

指定金融機関の話も申し上げたかというと、そこを残すための手段として、例えば

赤字がこれだけあるならば、村が関わることによって、村の指定金融機関にするこ

とによって、金の運用をしたり、あるいは窓口業務を村が一部人件費を支払うこと

によって赤字分を圧縮することによって、この郵便局を残していけないだろうか。

要するに、自治体と郵便局が共同で物事を進めることによって、過疎地に残すもの

はないだろうかという思いがあって、話をさせていただきました。そんな状況でご

ざいます。 

○老川委員 

 ありがとうございました。 

○西室委員長 

 三村さん、何かございますか。 

○三村委員 

 それでは一つだけ。新規商品の開発を含め、新規業務というようなこともお書き

になっていらっしゃるのですけれども、村長御自身は、例えば、こういったような

形でサービスを拡充されたらいいとかというような御意見をお持ちでしょうか。 

○坂本顧問 

 私は、今回、民間の会社になるわけですから、それなりの収益力を上げていかな

ければ、企業として成り立たないだろうと。ただ、それぞれの郵便局が一つ一つ独

立採算できるかどうかわからないですけれども、そのためには自助努力をすべきだ
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ろう。ですから、そういう意味で、檜原村の郵便局も、自分のところである程度利

益を稼ぎ出さないと駄目ではないかなというのがあったものですから、例えば保険

にしても、がん保険が適当かどうか分からないですけれども、そういうものを窓口

で扱っていただければ、多少村民に対するサービスの向上にはつながって、しかも、

多少なりとも郵便局の利益を追求するために貢献できるのではないかなという思い

があったものですから、そんな話をさせていただきました。 

○西室委員長 

 よろしいですか。 

○米澤委員長代理 

 大体、皆さんの御質問、私と同じようなことだったのですけれども、それ以外の

ことで２点ほど教えていただきたいのですけれども、まずは、最初、「過疎」とい

う言葉が随分出てきたと思うのですけれども、具体的に人口は大分減っているとい

うか、何パーセントぐらいここ何年かで減ったのですか。アバウトでいいのですけ

れども。 

○坂本顧問 

 ピーク時からですと半分です。ここ何年かではなくて、要するに、戦後のピーク

から。 

○米澤委員長代理 

 その過程ですと、今言った民間の金融機関が撤退するということは、ある意味で

はしようがないのかと思いますけれども、よく私も見学に行ったのですけれども、

コンビニか何かで ATM がございますね。ATM があるからといって、全部がそこで代

替できるわけではないのですけれども、コンビニの ATM みたいな所が代わりにでき

たというようなケースはございますか。 

○坂本顧問 

 コンビニもありません。そして、ATM だけれども、私は無理だと思うのです。で

すから、農協も支店が撤退するのを何とか取り込んだのは、窓口で直接業務がなけ

れば困ると思っていたものですから。 

○米澤委員長代理 

 もう１点は、いみじくもそちらの方から御提案というか、色々検討としては、村

とも一緒になって自助努力していくという解決策もあるのではないだろうかと、私

は非常にそれはいい視点かと思いますけれども、例えば、そこまでいかなくても、

同じようなことで御苦労されているというのは、檜原村以外でもお耳に入っている

ということはございますか。周辺の町ないしは、別に東京とかでなくてもいいので。 

○坂本顧問 

 東京の中では、実は陸続きでは村はうちしかないのですね。あとは町、市になり

ますけれども、そういう意味では、多分他の自治体にはきちんと民間の金融機関は

残っていると思います。ですから、その辺での住民サービスの低下というのは格差

があるのではないかと思っています。たまたま今回、郵政民営化の参考人に出た後、
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青森県の下北半島の佐井村という所が６月の議会で 10 月１日から指定金融機関に

なるけれども、どうするんだという一般質問がインターネットのホームページにあ

ったものですから、もう動いているな。このことは、やはり苦労している村は檜原

村だけではないなという思いがしました。 

○米澤委員長代理 

 分かりました。ありがとうございます。 

○西室委員長 

 他に委員の方、よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、大変貴重な御意見を賜りましてありがとうございました。これから、

私ども審議をやっていく上で十分参考にさせていただきたいと思います。今後とも

またお願いすることがあるかもしれませんので、よろしくお願い申し上げます。あ

りがとうございました。 

○坂本顧問 

 どうもありがとうございます。 

（東京都町村会退室、全国地域婦人団体連絡協議会入室） 

○西室委員長 

 それでは、全国地域婦人団体連絡協議会から御意見を頂戴したいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

○飯田理事 

 私どもは、全国地域婦人団体の、私は千葉県の飯田と申します。初めまして。こ

ういうことは不慣れでございまして、私も初めてこういう所へ出させていただきま

した。 

 そして、皆さんの全国から集めた中での考えとしては、利用する側としては、今

までのように山間地帯での生活が不便にならないような配慮がほしいということと、

これから高齢化社会に向かって、遠くの、５キロ離れたりすれば、銀行や大きな金

融機関はあるのですけれども、地域の中で高齢者が使いやすいようにできたら、今

のままの方がいいのではないかなという思いでございます。 

 そして、もしできれば、その中で高齢者がどうしても歩いて行けないというよう

な所で、お金を、どうしたら年金をいただくかといったときに、以前でしたら、お

金を届けていただいたりということがあったのですけれども、そういうことができ

ればいいかなと。 

 私自身も、実は５キロ離れた所に行けば、大きな郵便局もあるし、銀行もあるの

ですけれども、近くには、それこそ 50 メートルぐらいの所にあるのですが、もし高

齢化社会になって、２人だけの生活だったり、また、主人が亡くなったりして、自

分が車に乗れるときにはいいのですけれども、乗れなくなったときに、お金をいざ

使いたいなと思ったときに、現金がなかったときに、どうしたらいいのかなという

思いをすごく最近感じてきましたので、できればそういうものが配慮できるような

方向があったら、お金を払ってでも使いたいかなという思いがあります。 



 

 

8

 それと、あと、そういったものと、この中で特に、ユニバーサルサービスの業務

の負担を利用者に転嫁するのではなくて、企業の責任としていただけたらいいのか

なという思いですね。 

 それと、あと、私は特に感じるのですけれども、自分たちの所が指定なのか何な

のかよく分からなかったのですけれども、ゆうちょ銀行が抜けているときがあるの

ですね。銀行だったらばどこでもいいというようなことが書いてあるのですけれど

も、その中の振込が、私の見間違いかよく分からないのですけれども、あら、郵便

局がないわという思いがしたものですから、そういうことではなくて、みんな一律

に銀行になったならば、利用できるようなのがあればいいかなと思っております。 

 あと、ここに書いてあるようなことは、それぞれ静岡とか新潟とかという所から

希望があるのですが、株式の売却利益といったことは、東日本の大震災の復興財源

に充てることが決まっているが、その有効な使い道を国民によく報告をしてもらい

たいということを出されております。 

 それから、先程、こちらのやつで見たのですが、ひまわりサービスの中に 112 の

自治体ということがございますが、これはほんのわずかな自治体です。どうでしょ

うかしら、私も全国の自治体がよく分からないですが、もしこういうことがあれば、

地域としてはとても役立つのではないかなという。また、一般の銀行とは違った、

今までの郵便局というイメージがありますものですから、それに沿ったような郵便

局の、福祉社会に対して、高齢化社会に対しての役割があれば、地域の住民たちは

とても利用しやすいのではないかと思っております。 

○西室委員長 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、委員の皆さんから、御意見または御質問ございましたら。それでは、

老川さん、よろしくお願いします。 

○老川委員 

 ありがとうございました。 

 こちらの前に町村会の代表の方からも伺ったのですが、ここにもありますけれど

も、銀行も ATM もないという地域があるということ。その場合は、先ほどの場合は

村の話だったのですが、こちら、富山県の南砺市、市であっても銀行もＡＴＭもな

いという地域が。 

○飯田理事 

 南砺市だったらきっと山の中の所じゃないのかな。 

○老川委員 

 こういう所が結構あるということなのですね。 

○飯田理事 

 そうですよね。私も新潟のを見まして、そのような感じを受けました。 

○老川委員 
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 それから、お話にもありましたけれども、今、ひまわりサービスというのをごく

限られた地域でやっているようなのですが、わずかな手数料みたいなのはいただい

ているのかと思うのですけれども、先程のお話で、お金を払ってでもそういうもの

があると助かるという声があるということ。ということは、手数料をいただくとい

う形でもそういう業務サービスは成り立ち得るとお考えでいらっしゃいますか。 

○飯田理事 

 私個人的な考えでは、もう民営化になったわけだから、それぞれの経営をしてい

かなければならないわけですので、それは、5,000 円や１万円のお金ではなくて、

ある程度の金額を決めて、それに対する手数料みたいなものは、そこにタクシーで

行くお金と、それから、もう私たちの所はバスがないのですね。ですから、全部自

家用車で行かなければ、銀行とか何かに行く場合にはできないので、できればそう

いった部分での手数料があっても、それは利用できるのではないかなと思います。 

○老川委員 

 ありがとうございました。 

○西室委員長 

 それでは、次に清原さん。 

○清原委員 

 ありがとうございます。 

 昨日、消費者相談員の組織の皆様からもヒアリングをさせていただいて、やはり

ユニバーサルサービス、すなわち、全国津々浦々、どの地域にあっても郵政グルー

プのサービスが金融保険も含んで存在することは評価するというお話をいただいた

のですけれども、地婦連の皆様におかれましても、ユニバーサルサービスについて

は必要であるということで認識してよろしいでしょうか。 

○飯田理事 

 結構でございます。 

○清原委員 

 ただ、今日の御発言の中で、ユニバーサルサービス業務の義務付けは結構である

けれども、その負担を利用者に転嫁するのではなく、企業の責任として遂行してほ

しいというお声が千葉県あるいは静岡県からあったということなのですが、この「負

担を利用者に転嫁するのではなく」というのは、先程は、例えば有効なサービスで

あれば、多少負担をしても、それは民営化されたのだからという御意見がありまし

たけれども、この場合のユニバーサルサービスの負担が利用者に転嫁されるという

恐れを感じられたのは、どんなことでしょうか。 

○飯田理事 

 振込だったかなと思うのですが。振込が、結局、郵便局同士での振込は０円です

けれども、そこからという話を。 

○清原委員 
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 なるほど。そういう金融機関等を利用する際に、今まで、例えば払込料が負担な

いようなものが、あるいは振込で負担がないようなものが、新たに何らかの経費、

利用者の側の負担が生じないようにしてほしい、そういう趣旨でございますね。 

○飯田理事 

 はい。 

○清原委員 

 もう一つ最後に伺います。企業としての内部監査、コンプライアンス態勢、ある

いはガバナンスというのが大事であるということはごもっともなことでございまし

て、この間の消費者団体としての取組みの中で、特に郵政グループにこのようなと

ころを配慮してほしいというような具体的な御意見が地婦連としてまとめられたこ

とはございますでしょうか。特にこういうことについては正確を期してほしいとか、

あるいは消費者に情報提供してほしいとか、何かお気付きの点がありましたら、具

体的に教えていただければと思います。 

○飯田理事 

 平成 10 年の１月に、郵政改革に関する意見ということで、郵政民営化実施後の問

題点ということで、一応意見として出してあるということなのです。 

○清原委員 

 そうしますと、特に具体的というよりも、適切に民営化していく際に、消費者あ

るいは利用者の立場を考えた企業としてのコンプライアンスを多角的に確実なもの

にしてほしいという総合的な御意見として承ってよろしいでしょうか。 

○飯田理事 

 そうだと思います。 

 それと、あと、もう一つ、保険業務のことですけれども、産まれたばかりの子供

に一応保険を掛けてあげようかな。親じゃなくて孫という立場でしてあげようかな

と思ったときに、カットされたのですね。一応保険料を納めたのですけれども、た

またまその子供が面接したときに風邪を引いていたので、カットされたものですの

で、昔だったら入れたなという思いがあったのですが、そのときにちょっと思いが

あって、それから保険に対する、色々今までとは違うという思いがあって、保険に

は、自分たちも退職しておりますので、入らなくなってしまったのですが、そうい

ったもので、あとこれから自分たちががんとか、そういった医療面についての保険

があったらいいかなという思いが、郵便局のだと何となく安心ができるものですか

ら、そういうものがあったらいいかなと思います。学資保険は僅かですので、子供

たちもそれなりにあれしているのですが、そういう部分で少しあったらいいかなと

思っています。 

○清原委員 

 ありがとうございました。 

○西室委員長 

 保険の分野についてもしっかり目配りが欲しいし、もう少し気持ちが通じるよう
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なことをやってほしいと、こういうお話ですね。 

○飯田理事 

 そうですね。専門的な方がいらして、大分相続の件とか、色々な面においては相

談して、よく配慮はしていただいたのですが、たまたまそのときにお金が下りたも

のですから、そのときに入ろうかなと思いましたら、そういったカットがあったも

のですから、そうすると、だんだん遠のいてしまうかなという思いがありましたも

のですから、これから自分たちが少しでも使えたらありがたいかなという思いです。 

○西室委員長 

 ありがとうございます。 

○米澤委員長代理 

 １点だけ質問というか確認ですけれども、今、山間部ですとか過疎地等は、仮に

こちらの方が郵便局を残しても、引き受け手がいなくて続かないというケースもあ

るのですね。ですので、決してそこのところは損得で撤退じゃなくても、なかなか

続けていくことは難しいというケースも多々あるようなのです。その際、本当にな

くなってしまうケースもあるのですけれども、いきなりなくすのではなくて、例え

ばどこかに１日おきに来る、週に３日来るとか、２日来るとか、移動的にどこかの

お店を借りてやるとか、バスみたいなのが来て１日おきにやるという方法もあるそ

うなのです。これは広い目で、利用者の方が多少不便負担を掛けるかと思うのです

けれども、ゼロよりかは、私の方としては大分まだいいのではないかと思うのです

けれども、そういうようなところまで切羽詰まっていれば、そのぐらいまでは我慢

していただけるのかどうか、その辺はいかがでしょうか。 

○飯田理事 

 先日の新聞の中にも隔日制というようなことが書かれていたので、恐らくそうい

うことなのかなという思いもしているのですが、利用する側としたら、毎日お金を

出し入れするわけではないですから、そういうふうにして１週間に何回と曜日を決

めてもらったりしていただけたらとても助かるのではないかなと。子どもが遠くに

いたならば、できないことですので、ありがたいと思います。 

○米澤委員長代理 

 分かりました。 

○西室委員長 

 色々なことでこれから先もお伺いしなければいけないことがあるかと思いますけ

れども、本日は、ありがとうございました。本日お伺いした御意見を参考にさせて

いただいて、今後の調査審議の参考にさせていただきたいと思っております。 

（全国地域婦人団体連絡協議会退室、日本郵政グループ労働組合入室） 

○西室委員長 

 それでは、郵政グループ労働組合の方の御意見を伺いたいということでよろしく

お願いをいたします。 
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○小俣書記長 

 日本郵政グループ労働組合書記長の小俣でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 最初に、このたび公表されました「郵政民営化委員会の調査審議に関する所見

（案）」総論について高く評価するとともに、とりまとめに当たられました委員の

先生方の御努力に敬意を表するところでございます。 

 その上で、郵政民営化を成功させるためには、経営の自由度の確保が不可欠だと

いうことを強く主張させていただきたいと思います。御承知のとおり、金融二社の

提供する事業では、他の民間金融機関などと同様に税金や預金保険料等を支払うな

ど、競争条件としての有利性は存在せず、限度額や新規業務規制による「上乗せ規

制」に基づき、経営の自由度が制約されております。その制約が必要とされる根拠

といたしまして、関係業界団体が繰り返し主張する「暗黙の政府保証」は既に存在

せず、「所見」においても示されているとおり、関係各方面において払拭する努力

をすることは当然としながらも、一方でその努力を打ち消すような風潮は、関係業

界団体によって行われている事実を指摘しておきたいと思います。 

 加えて申し上げれば、所見にもありますように、郵政民営化の目的の一つは、競

争の促進による経済の活性化であり、新規業務を考える際の重要な視点は、金融機

関全体のサービスが向上することにより、利用者にもたらされる利便性の向上であ

るとするならば、旧所見に記述されていました関係業界と金融二社との利害調整で

はなく、利用者にもたらされる利便性の向上であるとの考え方も含め、関係業界内

の競争によるサービス向上を促す方向での再確認を是非していただきたいと思いま

す。 

 次に、株式上場・処分の意義については、所見においても明確に述べられており

ますが、重要なのは、国民の財産でもある政府が所有する日本郵政の株式をできる

だけ高く売却し、復興財源の確保につなげるためにも、グループ全体の公益性を含

めた企業価値を高め、市場の評価を得ることだと考えております。その過程の中で、

金融二社の株式処分についての考え方が導き出されるものであり、金融二社の株式

処分に係る方針の明確化や、スケジュール等については、その重要性に照らして慎

重に判断することを前提に、経営判断に委ねられるべきであると考えております。 

 終わりに、その他各論に対する考え方は、提出した意見に記載をしたとおりです

が、私たちは、この 10 年間、事業庁、公社、民営化と経営形態が大きく変化する中

で、規制や法律に手足を縛られながらも懸命に経営努力をしてまいりました。現場

の一人一人の努力を無にしないためにも、引き続き公共性の高い民間企業としてお

客様の声に応えてまいりたいと考えております。 

 郵政民営化委員会の先生方のお力添えと今般の改正郵政民営化法の改正趣旨に沿

った調査審議が行われますことを強くお願いし、日本郵政グループ労働組合の意見

といたします。どうかよろしくお願いいたします。 

○西室委員長 
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 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の皆さんの方から御質問、御意見、よろしくお願いいたします。

老川さん、よろしくお願いします。 

○老川委員 

 どうも御説明ありがとうございました。 

 これから新規業務を初め新しい試みを郵政側が色々御提案されて、我々は審議す

るわけですが、いずれにしても、民営化ということになりますと、今までのような

官業ではなくなる。既にないわけなので、ということは、民間の場合ですと、これ

はどんな会社もそうだけれども、仕事振り、つまり、一生懸命営業をやって成績を

上げた人と、さしたる努力というのをやらない、普通にやっている人とか、色々業

績評価ということが働く人たちの間で差がついてくるのが普通のことなのですが、

そういうことについて、働き具合の業績評価が給料なり何なりに反映されていくと

いうような仕組みをとることについて、組合側としてどんな御意見をお持ちなのか。

そういうものを受けて、大いに民間企業としてやっていこうということになってい

くのかどうか、ここら辺はどうなのでしょうか。 

○増田企画局長 

 増田です。どうぞよろしくお願いします。 

 既に民営化される以前から、事業庁、公社時代を経た中で、当然業界内での競争

というのは、３事業ともにものすごくありまして、そういった意味で、今、先生が

おっしゃられました業績評価という意味合いの評価制度は既に導入されております。

なおかつ、賃金についても評価によって、頑張った者と、一定の差をつけるという

制度は既にあります。しかしながら、より民営化になった段階において、民間会社

にふさわしい評価制度や給与体系などにしましょうということで、民営化になった

段階からその交渉に労使では入っているということでありますが、一旦政権交代が

行われて郵政の見直し論というのが出てきたがために、一旦交渉を途絶えておりま

した。足踏み状態になっていたのを、改正郵政民営化法が通っていくということに

よって、再度、現在、交渉を再開しておりまして、労使がより良い制度として評価

制度や業績評価をさらに良いものにしていこうということで、今、交渉を進めてい

るということであります。 

○老川委員 

 それから、もう１点伺いたいのですが、コンプライアンスの関係ですが、色々不

祥事が、報告を見ますと結構起きている。着服であるとか。こういうことが今後も

続くようだと、特に今回、ユニバーサルサービスということで、地域の末端におい

て、郵便を配るだけではなくて、利用者の方のお金を預かってあげるとか、保険業

務とか、もっとそういう点を活発にやっていかなければならないという場合に、い

ささかでもそういう不祥事が起きると、大変問題になってしまうと思うのですが、

こういう点について。これは会社側全体として取り組む話ですが、組合側としても、
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そこら辺、相当気を配っていかないといけないのかなと思うのですが、ここら辺、

どんなふうにお考えですか。 

○増田企画局長 

 当然の課題として、これは民営化にならずとも、そのようなコンプライアンス違

反を許すということは、組合としては特に不正な取扱いとか、様々なことに対して

以前からも問題提起はずっとしてきておりますが、なかなか規模的な世界観という

意味で言うと、まだ色々なコンプライアンス違反があるということについては、現

在もですけれども、今後、労使できちんと対応していきたいと思っているところで

ございます。 

○西室委員長 

 他に。どうぞ。 

○米澤委員長代理 

 先程御説明があったときに、要はこれほど政争の具として弄ばれたところはない

というような発言があったと思います。まさに外から見ていてもそのとおりかと思

っております。 

 それで、今回、さらに改正民営化法になって、我々もそれに従って色々議論させ

ていただいているわけですけれども、今回特に改正民営化法で一応皆さん方の現場

としては、落ち着くべきところに落ち着いたという感じでいらっしゃるのか、いや、

まだ色々もっとこうした方がいいというところを取り残してなかったかとか、その

辺のところ、アバウトでいいのですけれども印象をお聞かせできたらなと思ってお

ります。 

○小俣書記長 

 印象でよろしいですか。正直、労働組合の立場から率直に申し上げますと、民主

党が最初に出しました改革法が最善の改善案かなと捉えてはおりました。ただ、今

の政治状況だとか置かれている環境を考えますと、一定程度やむを得ないというこ

ともございますので、あとは改正法の趣旨に基づいて、経営努力ということと、労

働組合としてできることということと、それぞれ区分けをしながら、しっかりと対

応してまいりたいと考えております。 

○米澤委員長代理 

 特に郵便局会社と郵便事業会社とが今まで分かれていて、非常にやりにくいとい

う話は聞いていたのですけれども、そこが一緒になったということで、こういう点

はよくなったということが予想されるようなことがもしありましたら、御説明いた

だけるといいかなと思っているのですが、いかがでしょうか。 

○小俣書記長 

 御案内のとおり、分社化されましたときに、両者の間に、これは施設の中ですが、

壁が作られまして、かなり人的な交流が全く遮断されてしまったというところが一

番の問題点だったと思います。その後、年数が、時間がたつにつれて、お互いの当

時培っていた人間関係が完全に壁とともに切り離されてしまったというところが大
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きな問題でございまして、この二つの会社が一つになることによって、すぐには昔

の姿には戻らないのだろうと思いますが、完全に職場の中では風通しのいい環境を

作れる土台はできたのかなと思っていますので、あとは労使の努力でできると確信

しております。 

○西室委員長 

 どうぞ。 

○清原委員 

 ありがとうございます。三鷹市長の清原です。 

 この間、色々な激動の中にあって、それぞれ労働組合として現場で御苦労いただ

いてきたと思います。まず敬意を表します。 

 それから、10 月１日に向けて、今、各会社、各郵便局でそれぞれ遺漏のないよう

にお進めいただいていると思います。これもカウントダウンということですので、

御努力をしていただきたいとお願いします。 

 さて、私からは１点だけですけれども、今回いただきました中で、利用者利便の

向上について、この所見案では少し弱いのではないかといった御指摘をいただきま

した。ただ、私たちは、この所見案を検討します際に、法律では特に新規業務に関

する調査審議をする際、最初に適正な競争関係の確保が挙げられ、次に利用者への

役務の適切な提供が挙げられ、３番目に他の金融機関等との間の競争関係に影響を

及ぼす事情、あるいは金融二社の経営状況の観点というのが列挙されているわけで

すけれども、所見案では共通的な視点に冒頭に利用者利便の向上というのを位置付

けました。特に、何よりも利用者にもたらされる利便性の向上が重要であり、利用

者利便の向上に当たっては、地域住民の利便の増進に資するため、郵便局ネットワ

ークの強みを発揮した取組みを行うことも重要なポイントであるといたしたわけで

す。 

 ただ、私たちの思いとしては、特に私のように自治体の仕事をしている立場とし

ては、利用者利便が最優先であることは言うまでもないのですが、それを書き込ん

だつもりでいたのですが、今日の御意見では、少し記述が読み取れない。もう少し

明記をした方がより考え方が明確になるのではないかと御提案いただいたものです

から、まずは思いを伝えさせていただいた上で、労働組合の皆様が、私は利用者利

便が最優先だろうと言っていただいたのは、本当に重要なことだと思っているので

す。今後、郵政グループを巡る様々な実現、あるいは御提案を受けて私たちが検討

していくときに、そうありたいと思っておりまして、したがいまして、思いをお伝

えした上で、どんなふうなことをさらに私どもに期待されるかということをお聞き

できればと思います。 

 以上です。 

○増田企画局長 

 そこまで強く主張をしたつもりはないのですが、ただ、もちろん官業であったと

いうところから民営化になっているので、その経過の中で、他の民間会社との適正
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な競争関係の中で切磋琢磨していくという、そこに持っていくというのが必要だと

いうのは理解するのですけれども、一応事業庁時代があって、公社時代があって、

そして民営化の５年間もあるのですね。その論議は、事業庁時代の論議から一切変

わっていないわけです。肥大化の縮小であるとか、適正な競争関係とか、ずっと競

争関係の中にあって、十何年来、経営努力というか、そのことを郵政グループとし

てもしてきている上の中で、私どもは、業界の中の利害関係を調整するのではなく

て、利用者利便というのを第一に見て、なおかつ、例えば、よく生保業界も銀行業

界も、そしてゆうちょ銀行もかんぽ生命保険も、利用者にとって一番いい民営化の

在り方というのはどうなのかというのを、是非ともその視点に立って論議をいただ

きたいというのが私ども労働組合の立場であるということだけ、是非とも御理解い

ただきたいと思います。 

○清原委員 

 ありがとうございました。 

 私も、この所見案に込めた委員の皆様の思いというのは、何よりもきちんと改正

法ではユニバーサルサービスということが明記されたということ、併せて局会社と

事業会社がこれまで別々であったことによる、利用者あるいは消費者の観点に立っ

た、これは一つにする方がよいのではないかということで改正法がまとまりました

ので、そういうことであるならば、国民代表である国会もそういう御議論の中でこ

のように進められてきたと思いますので、是非私たちも、もちろん競争関係の適正

化、あるいはそれぞれの民間のほかの金融や保険業界の皆様との関係も重視しつつ

も、できる限り利用者利便を優先的に考えた検討をしていくことになるかと思いま

す。その辺は御支援をお願いしたいと思います。ありがとうございました。 

○西室委員長 

 他にどなたか。この辺でよろしゅうございますか。 

 では、本当に色々御意見賜りました。基本的に私どもといたしましては、高く評

価をしていただいたと。今、清原市長から御説明がありましたように、色々な論議

をしながら、なるべく変えられるところは変えていこう、新しい法律の趣旨をしっ

かり生かしていこうというつもりで運営を始めておりますので、その点、これから

先も色々なことで教えていただくことがあると思いますが、御協力の程よろしくお

願いいたします。今日はありがとうございました。 

（日本郵政グループ労働組合退室、全国共済農業協同組合連合会入室） 

○西室委員長 

 それでは、続きまして、全国共済農業協同組合連合会様の御意見を頂戴したいと

思います。よろしくお願いいたします。 

○勝瑞代表理事専務 

 本日は、このような機会を設けていただきましてありがとうございます。私、全

共連の専務を務めております勝瑞でございます。本日はよろしくお願いいたします。 
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 それでは、説明の方でございますけれども、資料の 82－５－２の資料で御説明さ

せていただきたいと思います。よろしいでしょうか。私どもの意見についてポイン

トをまとめたものでございます。これに基づきまして御説明させていただきます。 

 まず、おめくりいただきまして、１枚目でございます。現状と規模、契約実績の

状況を比較したものでございます。23 年度末の概況でございますけれども、総資産

から拠点数まで、それぞれ比較したものでございます。 

 これを見てお分かりいただけますように、かんぽ生命保険の実態は、総資産や保

険料収入の面では、相変わらず極めて大きな組織であるということと、併せて代理

店であります郵便局数も極めて多い状況にあるということでございます。こういっ

た現状の中で、次のような考え方を持っているというものでございます。 

 それでは、次のページにまいりまして、調査審議に関する所見についての私ども

の意見でございます。 

 まず、１点目でございまして、間接的な政府出資に関する部分でございます。 

 間接的な政府出資につきましては、国民の財産である日本郵政株式会社の株式価

値の毀損を防ぐために、かんぽ生命保険の万一の事態において、政府による支援が

行われるのではないかというような国民の推測や期待を持つことにつながると考え

ております。これが私どもが考えております「暗黙の政府保証」のイメージでござ

いますが、この結果といたしまして、将来も保障が確実に享受できるという安心感

につながりまして、保険加入先に選択されやすくなるという点が１点でございます。 

 もう１点が、信用力が高まるということから、資金調達や事業の展開が容易にな

るだろうと考えているところでございまして、こういった点から考えますと、民間

事業者との公平性につきまして疑問が生じているというところでございます。 

 おめくりいただきまして、その次でございます。所見におきまして、政府保証は

制度面では廃止されている、郵政民営化担当大臣による談話の発表や政府広報によ

りその払拭に努めてきたということでございます。事実としてそのような努力をさ

れてきているということでございますけれども、しかしながらということで、郵政

民営化委員会が示しております所見案では、「暗黙の政府保証」が徐々に払拭され

つつあるとの評価をされているところでございますけれども、今回の民営化改正前

は、2017 年９月までに金融二社の全株式売却を日本郵政に法的に義務付けていたと

ころでございますが、今回の改正によりまして、全て売却することを目指す、でき

るだけ早期に処分するということに改められて、期限の定めがなくなったところで

ございます。改正郵政民営化法では、ここにありますとおり、明確な期限が付され

ていないという状況にございます。このために、先程来ありますように、「暗黙の

政府保証」のイメージが払拭されつつあるという評価でございますけれども、私ど

もとしては、このイメージは、先ほどの規模にもありますように、容易には払拭で

きないだろうと考えているところでございます。 

 続きまして、次の点でございます。新規業務を考える際に重要な視点は、金融機

関全体のサービスが向上することにより利用者にもたらされる利便性の向上という



 

 

18

点でございます。利便性の向上について重要な視点であるということは同様でござ

いますけれども、そのためには、適正な競争関係の確保が重要であると考えており

ます。今回からは間接的な政府出資のことが重要な問題であると考えておりまして、

間接的な政府出資が残っているかんぽ生命保険の事業展開には、民間事業者との関

係では配慮が必要なのではないだろうかということでございます。かんぽ生命保険

の全株式処分については明確な期限を付して、調査審議においては間接的な政府出

資の解消状況が検証されるべきであろうと考えているところでございます。 

 したがいまして、委員会におかれましては、調査審議に際しましては、払拭の取

組状況、間接的な政府出資の解消状況ですとか、そういったものにつきまして民間

事業者に与える影響も含めて、事前に十分に検証された上で御判断をいただきたい

と考えているところでございます。 

 続きまして、６ページにまいります。（２）の保険のユニバーサルサービスの点

でございます。この点については、規模感は、先程一番最初にありましたところで

ございますけれども、郵便のみならず、貯金・保険を含む三事業一体によるユニバ

ーサルサービスを全国あまねく公平に提供することを確保することが、日本郵政株

式会社の責務として課せられることになりました。この履行に支障が出るとの懸念

が示されているところでございます。 

 簡易な保険につきましては、ユニバーサルサービスが義務付けられておりまして、

その対象として養老保険等々が挙げられているところでございます。また、全国あ

まねく公平にサービスの提供を義務付けられて、ネットワークを使うこととなって

いるということでございますけれども、私ども協同組合などの地域に密着した金融

機関におきましては、組合員の利用・利便のために農山漁村へのサービス提供網の

維持に向けた経営努力を行ってきたところでございます。 

 高齢化や過疎化が進む中では、地方へ保険ユニバーサルサービスを提供するとい

う重要性は、もちろん私どもも理解できるところでございますけれども、自助努力

によりサービス網の維持に努めている地域密着の民間金融機関との公平性には御配

慮が必要ではないかということでございます。したがいまして、間接的な政府出資

による影響も含めて、公平性に配慮をいただきたいところでございます。 

 続きまして、次のページの「（３）新規業務・保険加入限度額の取扱い」でござ

います。既存の業務の見直しであるもの、他金融機関との提携による業務の取扱実

績があるもの等については、調査審議を開始することに支障はないと考えられると

いう点と、併せまして「流動性預金の預け入れ限度額の撤廃については」等々の旨

の記述が所見から削除されているところでございます。がん保険の開発など、当面

は見送っている一方では、医療保険の改正など、色々検討されているという報道も

されているところでございます。また、現在、郵便保険会社の加入限度額につきま

しては1,300万円でございますけれども、平成22年度の郵政改革の議論においては、

これを 2,500 万円に引き上げるとの方針が示されたところでございます。やはり間

接的な政府出資が残るままでの新規業務の実施、加入限度の引上げにつきましては、
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民業を圧迫すると考えておりまして、間接的な政府出資が残る間は、既存の業務の

見直し等も含めまして、新規業務の実施及び保険加入限度額の撤廃・引上げは認め

られるべきではないのではないかと考えているところでございます。 

 一番最後のページでまとめまして、今言ったとおり、かんぽ生命保険の全株式を

処分するという点については、イメージは容易には払拭できないだろう。自助努力

でのサービス網の維持に努めている地域に密着した金融機関への配慮も必要だろう

ということでございます。また、新規業務等々につきましては、間接的な政府出資

の解消が必要であるという認識でございます。 

 説明は以上でございます。 

○西室委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の方からの御質問、御意見、よろしくお願いいたします。どうぞ、

三村さん。 

○三村委員 

 御説明ありがとうございました。 

 １点お聞きしたいのですけれども、共済ということでございますので、６ページ

にあるように、ある意味で組合員を前提とされていらっしゃる。私も私立大学の共

済に入っております。そうしますと、ある意味で一定の顧客層を持っていらっしゃ

るのではないかと思うのですが、さらにそこに、私もずっと長く入っておりますの

で、長期的な流れがあると。そうしますと、恐らく今のこちらの農業共済が活動し

ているエリアは、確かに地方ではあるかもしれないのですけれども、そこにいる方

たちが全部がそれに参加できるとか、あるいはそういったものを御利用されるとい

う状況では必ずしもないのではないか。そうすると、まだまだこういったものを利

用したいとか、もっとそういう機会がほしいとか、そういったようなニーズとか住

民の希望とか、そういうのがあるのではないかと思うのですけれども、それについ

てはいかがでしょうか。 

○勝瑞代表理事専務 

 １点は、御指摘にもありますとおり、私どもが対象にするエリアというのは、農

家組合員の農業者を中心とした組合員の組織であるということでございますけれど

も、その地域は必ずしも中山間地に限られているわけではなくて、都市部もござい

ますし、色々なエリアがございます。こういった中で私ども活動を展開しておりま

して、これが一つの大きなフレームになっているわけでございますけれども、私ど

もの活動の御趣旨に御賛同いただける方々につきましては、一定の出資をいただい

て、御案内のとおり、準組合員という制度がございまして、準組合員として加入い

ただくということで、私どもの事業に御参加いただくということが可能となってお

ります。また、法的には、一定の割合ではございますけれども、そういった人以外

の人たちも利用することが可能な状態にはなっております。 

○西室委員長 
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 どうぞ。 

○清原委員 

 関連して質問させていただきます。三鷹市長の清原です。 

 昨年の東日本大震災が発生した後、特に共済農業協同組合の地震保険については、

大変、被災地のみならず全国的に評価が高く、適切な認定とまた保険金の支払をさ

れたということで、評価が上がったと承知しております。これも適切な日ごろの運

営があればこそと思います。 

 先ほど、三村委員へのお答えの中で、準組合員のお話がございました。実は私の

家族、親族の中にも、主として農業はしておりませんけれども、農協活動に共鳴し

て準組合員になっている者が都市部にもいるわけでございます。 

 そこで御質問でございますが、加入資格について、JA 共済といっても、農業者が

減っていくので減少傾向かというとそうではなくて、やはり今申し上げましたよう

な理解への活動をされて来られていますので、準組合員も含めて、加入層が必ずし

も減るというよりは、ひょっとしたら維持できるか、あるいは多少なりとも増加傾

向も期待できるわけですが、この間、JA 共済に加入される加入者数、あるいは実際

の保有契約高というのは、時系列的に見てどんな変化があって、それは、郵政事業

の公社化や民営化と並べてみて、この 10 年、５年ぐらい、何らかの影響がおありに

なったのか、なかったのか、その辺を教えていただけますでしょうか。 

○勝瑞代表理事専務 

 まず、１点目の郵政民営化の影響について、直接的では色々な影響がございます

ので、これがこういうふうに影響しているというのは、御説明するのはなかなか難

しいとは思いますけれども、一応影響はあるということでございます。 

 私どもの保障金額がどうなっているかというと、保有で言いますと、平成 19 年か

ら平成 23 年にかけては、約 27 兆円減少しております。 

 契約者の件数の方でございますけれども、こちらは 176 万件の増加ということで

ございます。これは、貯蓄性の一時払いですとか、先程ありました建更の新規の加

入だとかで増加している面もございますので、件数としては増加している状況にご

ざいます。 

 私どもとしては、建更の保障等々で御理解いただいて御加入いただく方には、そ

のようなことで御評価いただいているということで大変ありがたいと思っておりま

す。 

○西室委員長 

 どうぞ。 

○米澤委員長代理 

 今のお話とも多少関連があるのですけれども、もし間違っていたら教えていただ

きたいのですけれども、この間、特に２ページ辺りの比較ですか、恐らく支所とか

出張所の数は随分大きく減っているという話を聞いております。その過程において、

なくなった所の組合に入っている方から非常に御不便を感じたとかいう苦情があっ
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たりとか、そういう問題をどういうふうに解消されているのか、それから、先程ど

こかで、地域の方でかなり競合するという話があったのですけれども、気が付いて

みると、皆さん撤退して郵便局だけ残っているというところがあるので、皆さんの

方がかなりドライなのかなという感じがしているのですけれども、その辺、事実認

識も含めてお教えいただきたいと思います。 

○勝瑞代表理事専務 

 まず、支所・出張所でございます。こちらは、JA そのものの経営の関係もござい

まして、そういったことから事実的な経営を達成するためには、経営の効率化を一

方では進める必要があるということもありますので、支所・出張所については徐々

に減ってきておりまして、現在、ここにありますとおり 8,728 ということになって

おります。これに対してどういうカバーをしているかということでございますけれ

ども、私どもでは、全戸訪問活動というのを従来からやっておりまして、それを現

在の３か年計画では強化して 100％達成に向けて努力しているところでございまし

て、訪問をしていくということで、フェース・トゥー・フェースの関係を地域に密

着した我々としては強化していきたいということで、そちらで色々な御要望を聞い

たり、色々な活動をしたりするということにしております。 

○米澤委員長代理 

 それは、特段組合員の方は、余り不便ということは言ってきていないですか。 

○勝瑞代表理事専務 

 距離的にはありますけれども、実際には訪問したりして、色々御要望を聞いたり

しますので、直接色々な処理をしたりということができるようにしていますので、

大きな声ではそうはないと認識しておりますけれども、やはり先程言いましたよう

な訪問活動とセットで色々やっていかないと、やはりサービスとしては難しくなっ

てきているということでございます。 

○西室委員長 

 どうぞ。 

○老川委員 

 そういった色々なサービスを維持するための御努力もされているのでしょうが、

しかし、そうは言ってもなかなか維持し切れない。閉鎖あるいは統合、そういうこ

とも現に行われているのだろうと思うのです。そこで、郵便局のネットワークと共

済の方の農協等で何か一緒に協力し合うとか、そういった余地というのは先々どう

なのでしょうか。単に対立する関係だけなのか、協力し合って補足し合うというよ

うなことというのはどうなのでしょう。 

○勝瑞代表理事専務 

 全く否定するものではございませんけれども、やはりそれぞれの JA の考え方にも

よるかと思っておりますので、この辺はまたそういった状況の中で色々検討してい

くということであろうかと思っています。 

○西室委員長 
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 他にございますか。 

 それでは、色々御意見頂戴いたしましてありがとうございました。これから先も

また教えていただく機会もあるかと思いますので、御協力よろしくお願い申し上げ

ます。 

（全国共済農業協同組合連合会退室、社団法人生命保険協会入室） 

○西室委員長 

 それでは、続いて社団法人生命保険協会様の御意見を頂戴したいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

○殿岡一般委員長 

 生命保険協会の一般委員長の明治安田生命の殿岡でございます。本日はこうした

機会を頂戴いたしまして、ありがとうございます。 

 それでは、民営化委員会の調査審議に関する所見案につきまして、生命保険協会

としての意見、述べさせていただきます。お手元の資料の 82－６－２という横版の

図の方で説明をさせていただきます。 

 １ページが総論でございます。これまでの当会の基本的認識も含めて述べており

ます。 

 当会といたしましては、一番上ですけれども、郵政民営化に当たっては、かんぽ

生命保険を民間生命保険市場に吸収・統合して、国民の利益を増大させることが必

要と考えております。 

 そのためには、公正な競争条件の確保、新規業務を行う場合の引受・支払等の適

切な態勢整備が前提ということで、これらが実現しないのであれば、かんぽ生命保

険の限度額の引上げ、あるいは業務範囲の拡大、こういったものは容認できないと

いう立場でございます。 

 郵政民営化委員会におかれましては、公正・中立な第三者の立場から個別業務の

調査審議を行っていただきたいと存じます。 

 それから、所見に示されました新規業務開始のタイミングの考え方につきまして

も、再検討、見直しを行っていただければと考えております。 

 次に、公正な競争条件の確保でございます。２ページを御覧覧ください。 

 一つ目が、いわゆる「暗黙の政府保証」についてでございます。これは、かんぽ

生命保険の経営に政府出資が残り続けるということから、消費者が、政府が何らか

の支援を行うのではないかと認識するということで、これがかんぽ生命保険の信用

補完、あるいは競争上の優位に結び付くと考えております。 

 特に、改正法では、株式処分の明確な期限が付されていないということから、こ

うした認識が生じやすくなっており、このままでは「公正な競争条件」が確保され

ないということを強く懸念するところでございます。 

 その下ですけれども、生命保険文化センターの調査では、今後、かんぽ生命保険

に加入しようという方の約３割が、その理由として、「政府が間接的に株を保有し
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て安心できるから」という回答をしておりまして、この結果からも、政府保証を期

待する可能性、依然として少なくないと認識をいたしております。 

 次に、３ページでございます。二つ目ですけれども、かんぽ生命保険の株式の上

場・処分についてでございます。 

 所見でも左上の２点目の所に記載をしておりますけれども、株式処分の方針の明

確化が指摘されており、その下の国会の附帯決議でも、「金融二社の株式について、

その全部を処分することを目指し」、というふうにされております。 

 下から２段目の所ですけれども、公正な競争条件の確保という観点からは、かん

ぽ生命保険の株式の完全処分について適切な期限を定めるなど、政府出資の解消に

向けた取組みが示されるべきと考えます。 

 それから、右上の所見の欄の二つ目の指摘ですけれども、金融二社の株式に対す

る市場の評価が日本郵政の株式価値に多大な影響を与えるとされておりまして、一

番下に飛びますけれども、株主となられる方の説明責任という観点からも、日本郵

政の株式の処分計画に合わせて、かんぽ生命保険の株式の処分計画も示されるべき

と考えております。 

 次に、４ページでございます。新規業務に関連して、かんぽ生命保険の経営につ

いて申し上げます。 

 新規業務の認可に関して、かんぽ生命保険の経営分析について、所見では、保険

料収入の減少ということが研究されておりますけれども、生命保険会社の重要な収

益面の指標の一つであります基礎利益というのがございます。グラフの左側ですけ

れども、こちらでは、かんぽ生命保険、近年、増加基調にございます。 

 それから、構造的縮小リスクを抱えるという点ですけれども、これも右側のグラ

フのとおり、保有契約高、あるいは新契約高の減少は、民間の生命保険会社、生命

保険市場全体に共通するもので、かんぽ生命保険固有のものではないと言うことが

できます。 

 さらに、日本郵便のユニバーサルサービスにつきましても、日本郵便への商品供

給元はかんぽ生命保険に限定されるものではないという点、それから、民間生保で

全国あまねくサービスを提供しているという点にも留意が必要と考えるところでご

ざいます。 

 以上を踏まえて、郵政民営化委員会におかれましては、単に規模だけではなくて、

収益面等も含めた多角的な視点から十分に調査分析が行われますよう要望するとこ

ろでございます。 

 それから、５ページでございます。所見でも効率化について指摘がされていると

ころですけれども、やはりまずは既存業務について効率的な業務運営態勢の整備が

なされるということが重要であると考えます。それが確保されない限り、顧客利益

を損なう恐れがあり、まして新規業務による成長が困難と言うことができると思い

ます。 
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 それから、所見で言及されておりますかんぽ生命保険のミッション、ビジネスモ

デルについては、その具体像が早期に示されるべきであると。また、ビジネスモデ

ルの革新については、政府出資の解消に向けた取組みが実現された上で、金融保険

市場機能をゆがめない形で進められるべきと考えます。 

 以上を踏まえて、新規業務について申し上げます。６ページでございます。 

 冒頭申し上げましたけれども、前提として、公正な競争条件の確保と適切な態勢

整備の実現が不可欠と認識をしております。 

 適切な競争関係につきましては、新規業務に関しては、改正法では「他の生命保

険会社との適正な競争関係を阻害する恐れがないと認められるとき」と規定されて

おり、慎重に判断されるべきと考えます。 

 また、金融二社の経営状況に関して、所見において勘案事項が示されております

けれども、新規業務がこうした勘案事項に対して具体的にどのように寄与するか、

これにつきまして民営化委員会で検証していただく必要があると考えております。 

 それから、７ページでございます。今般、新規業務開始のタイミングについてと

して、所見では幾つかの累計を記載して、調査審議を開始することに支障はないと

されておりますけれども、これには大きな問題があると考えております。 

 具体的には、その下ですが、既存の業務の見直しであるものにつきましては、他

の事業者との競争関係に与える影響、あるいは態勢整備で新たに生じる課題への対

応状況を踏まえる必要があると考えます。 

 それから、特に提携による業務の取扱実績があるものにつきましては、単なる販

売のための態勢整備と自らの業務として引受・支払を行う、そのための態勢整備は

明らかに異なるものであります。 

 審議開始に当たりましては、個別具体的に判断されるべきであり、その旨は所見

で明示されるべきと考えるところであります。 

 最後に、個別の新規業務の調査審議についてでありますけれども、まず、関係団

体からその都度、事前に十分な意見聴取がなされるということを要望いたします。 

 それから、かんぽ生命保険が要望しております医療保険の販売、医療特約の単品

商品化、学資保険の改善につきましては、民間生保が既に行っている事業であり、

公正な競争条件が確保されない中、影響が極めて大きく、また、引受・支払等の適

切な態勢整備につきましても十分な調査審議が必要と考えるところでございます。 

 以上、生命保険協会として意見を述べさせていただきましたけれども、当会の意

見も踏まえて国民利益のための御審議が行われるよう要望いたします。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○西室委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様の方から御質問、御意見、よろしくお願いしたいと思いま

す。どうぞ。 

○米澤委員長代理 
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 どうもありがとうございます。２点ほどお伺いしたいと思います。 

 １点は、余り御説明には出てこなかったかと思いますが、４ページ、ユニバーサ

ルサービスの件です。御存じのように、ゆうちょ銀行とかんぽ生命保険の一つの使

命としては、金融のユニバーサルサービスが今回から日本郵政・日本郵便に課せら

れるので、より地方というか、過疎地も含めて、そういう所でサービスを提供して

いくということが使命になってきているかと思いますが、それもある意味では特徴

の一つなのですけれども、少し前に生保の方とお話しさせていただく機会があった

のですけれども、我々も、末端とまで言ったかどうかわかりませんけれども、外務

員を通じてサービスしているのだと。ですから、信組、信金に比べて、より各人が

販売に向かっているので、もともと我々はユニバーサルサービスをやっているとい

うように御説明いただいたわけです。 

 ただ、今日の一番最初の方に御説明があったのは、檜原村の村長のお話が出たの

ですけれども、そこには、コンビニもなければ信金とか信組もないということで、

あるのは郵便局だけだと言って、そこまで過疎地になると、やはり皆さん方の民間

の生保では、営業は行っていない、マーケティングは行っていないというふうに理

解してよろしいのでしょうか。どの辺まではやっているのかということを最初にお

聞きしたいのですが。 

○殿岡一般委員長 

 まず、私ども、今、生命保険会社は、いわゆる営業主体といいますか、かなり会

社によって異なっておりますけれども、基本的には、営業員チャネルと我々申して

おりますけれども、営業職員による販売業が基本でございます。 

 営業職員数ですけれども、ピーク時が 90 年代の前半。このころが日本の生命保険

市場が一番大きかったころ、90 年代後半が一番大きかったのですけれども、営業職

員のピークが 90 年代前半で、そのころは 45 万人おりました。今は各社とも生命保

険マーケット、縮小してきているということ、それから、効率化等も進めてきてい

るということもあって、2005 年度以降が大体 25 万人から 24 万人位でございます。 

 私どもの営業は、御存じかと思いますけれども、基本的にはお客様が私どもの店

舗に来られるということは余りなくて、営業職員がお客様の所にお伺いして、既契

約のサービスなり、あるいは新規契約のお取り扱いをするというのが基本的なサー

ビスでございます。 

 営業所、支社等の拠点につきましては、各社とも効率化といったこともあって、

統合等を行っておりますけれども、基本的な営業スタイルは、今申し上げたとおり

でございます。私ども明治安田生命もそうでございますけれども、大手の会社にお

きましては、営業職員が常に既契約のお客様の所には訪問をすると。また、御連絡

があれば、すぐお伺いをすると。契約のフォローなり、新規契約の御要望があれば、

すぐお伺いをすると、そういった態勢をとっておりますので、特に営業所、あるい

は支社といった拠点がないからといってサービスが行われていないといったことは
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一切ございません。これは、いわゆる離島というところでも同じような形でサービ

スは提供いたしております。 

○米澤委員長代理 

 ありがとうございます。 

 もう１点なのですが、最後、７ページ、新規業務の所に出ていきますが、かんぽ

生命保険が要望している云々と二つほど出ているのですが、まだ我々、全然正式に

はこういう話は聞いていないのです。医療保険の販売とか学資保険の改善、仮にこ

うだとしたら、このマーケット自体は皆さん方やっていらっしゃるということです

けれども、成熟度といいますか、平たく言うと、まだこれからやってビジネスチャ

ンスがあるのか、いや、そうでなくて、もう十分に我々で参入し尽くしているので、

今さら入ってきても、あとは過当競争になるだけだとか、これは極めてアバウトで

いいのですけれども、ちょっと状況を教えていただけるとうれしいかなと思ったの

ですが。 

○殿岡一般委員長 

 まず、医療保険でございますけれども、これは、生命保険文化センターという組

織がございまして、そこでの調査ですけれども、これから力を入れたい保障という

アンケートを見たときに、男性では死亡保障が大体 29％、医療保障と老後保障が

23％、女性になると医療保障が大きく伸びて 31％、次が老後保障で 24％といったと

ころで、力を入れたい保障としては医療保障マーケットというのは非常に大きなニ

ーズがあるマーケットでございます。 

 これは、ずっと私ども民間生命保険会社がある意味育ててきたマーケットでござ

います。現在では、新契約件数が昨年実績で 335 万件でございますけれども、これ

は大体業界全体の新規契約件数の４分の１を占めております。そういう意味では、

私どもが育ててきたマーケットであり、生命保険のマーケット全体が縮小していく

中で、これから成長が期待されるマーケットであります。そういったことでござい

ますので、そういった中に競争条件が全く違うかんぽ生命保険が参入してこられる

ということにつきまして、我々は大きな脅威であると考えているところでございま

す。 

 それから、学資保険ですけれども、これは、生保各社、こども保険でも販売をい

たしているところです。これにつきましても、少子化の流れの中で、出生数が直近

で大体 107 万人の赤ちゃんが毎年生まれている。この数もだんだん減ってきている

わけですけれども、生まれてすぐこども保険に加入するということではないのです

が、直近の状況ですと、全社で 72 万件の新しいこども保険の御契約、学資保険の御

契約がございます。このうち３分の１が、今、かんぽ生命保険のシェアでございま

す。そういう意味では、かんぽ生命保険は既にマーケットリーダーでいらっしゃる

ということ、それから、こども保険というのは非常に特殊なところもございまして、

子供のときに入った保険会社にずっと続けるという傾向もございまして、そういっ

た意味からも民間の生命保険会社も非常に力を入れているマーケットでございます。
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ここも同じように競争条件が全く違うかんぽ生命保険、さらに商品改善を行って、

さらにシェアを広げていくということであれば、やはり私どもとしては非常に大き

な脅威と判断するところでございます。 

 以上でございます。 

○西室委員長 

 ありがとうございました。 

 他に。どうぞ、老川さん。 

○老川委員 

 ５ページの「既存業務について健全かつ効率的な業務運営態勢が整備されない限

り」云々とありまして、健全かつ効率的な業務運営態勢が必要だということは、我々

自身もそう思って強調しているところですが、生保業界から見て、かんぽ生命保険

の業務運営態勢、これでは駄目だとか、これをもっとこうしてほしい。具体的な何

かイメージがあっての御指摘なのでしょうか。 

○殿岡一般委員長 

 私ども、かんぽ生命保険の実際の業務運営の実態というのはなかなか分からない

ところでございますけれども、仄聞するところによりますと、システム体制が必ず

しも十分でないといったことは聞いております。民間生命保険会社、効率化を進め

る上で、かなり多額のシステム投資を数年おきに行っているところで、そういった

ところが１点挙げられるかと思います。 

 それから、これは直接効率化ということではないのですけれども、ゆうちょ銀行

とかんぽ生命保険がこれからユニバーサルサービスということで郵便事業も含めて

やられていくということの中でのファイアーウォールをいかに確保していくか。当

然、私どもも銀行で窓販。銀行の窓口での保険販売ということを今行って、これも

効率化の一環という側面もあるわけですけれども、そういったことを行っておりま

す。ただ、その際には、銀行の持っている個人情報、特に貯蓄情報については、み

だりに流用ができないといった規制を設けられております。そういった観点から、

効率化と併せて、そういった情報保護といいますか、顧客保護といいますか、これ

を併せて進められるべきであろうと考えるところでございます。 

○老川委員 

 ありがとうございます。 

○西室委員長 

 どうぞ、清原さん。 

○清原委員 

 ありがとうございます。三鷹市長の清原です。 

 本日いただきました資料の４ページ目の生命保険のユニバーサルサービスの最初

の所に、「日本郵政・日本郵便のユニバーサルサービス確保に当たっての商品供給

元は、法令上かんぽ生命保険に限定されるものではない」、とありまして、このこ

とと関連するのでしょうが、実際私も、郵便局の方から、かんぽ生命保険ではなく



 

 

28

て民間の生命保険の商品を紹介されまして、説得力があったので、それに今加入し

ているわけですけれども、今後も郵便局のユニバーサルサービスの中でのサービス

の充実のために、民間の生命保険会社が提携をしていくというか、窓口は郵便局あ

るいは郵政グループなのだけれども、商品としては民間の生命保険も提携というか、

そういう形で関われる市場規模というのでしょうか、そういう可能性をどのぐらい

見通していらっしゃるかということが１点です。 

 次に、最後の質問ですけれども、これは老川委員と重なることなのですが、かん

ぽ生命保険の新規業務について検討する上で、７ページ目に御提案の中に、公正な

競争条件だけではなく適切な態勢整備が確保されているかが重要であると。特に引

受・支払等の態勢整備が重要であると。先ほどのお答えでも、個人情報のこともあ

りますし、加入者情報を守るためのファイアーウォールのことなど、システム的な

充足もさらに必要なのではないかと。そういうことで、生命保険協会として、かん

ぽ生命保険、郵政グループの保険の皆様と、そういうコンプライアンスであるとか、

あるいは共通のシステム開発であるとか、そういうことについて共同されていくよ

うな思いというか、そういうのがおありになるかどうか。 

 全体としてどうしても、まずは社団法人生命保険協会としては、かんぽ生命保険

の新規業務については慎重であるということは、お話からは理解したのですけれど

も、しかし、ユニバーサルサービスでありますとか、幅広い意味での業界全体の契

約者増に向けて、コラボレーションできるような可能性、特にこの態勢整備につい

て、何らかのイメージ、ビジョンをお持ちでしたら、教えていただければと思いま

す。よろしくお願いします。 

○殿岡一般委員長 

 まず、１点目、ユニバーサルサービスについてでございますけれども、これは、

かんぽ生命保険、あるいは郵便局会社に限らず、民間の生命保険会社、あるいは損

害保険会社、先ほどの銀行もそうですけれども、販売を委託すると、代理店という

ことになりますけれども、これは広く行われているところで、生保業界においても、

これは会社判断ですけれども、まずは郵便局会社に代理店となっていただいて、私

ども民間生命保険会社の商品を販売していただくということは各社の判断で行って

おります。 

 それから、かんぽ生命保険自身につきましても同様に、ほかの保険会社から販売

をお願いするということは、かんぽ生命保険に限らず、民保同士でもやっているケ

ースがございまして、そういったことの一環として、同様にかんぽ生命保険にも商

品供給といいますか、かんぽ生命保険に販売をお願いしているということは行って

おります。かんぽ生命保険、さらには郵便局会社、全体のネットワークでございま

すね。これはやはり国民的な財産だと思いますので、そういった観点から、私ども

民間の生命保険会社もそういったところに着目して、販売をお願いするということ

はしております。その動きにつきましては、今後、民営化が進んでいけば、さらに

加速をしていく可能性はあると判断をしております。 
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 それから、御質問の２点目ですけれども、態勢整備ということですけれども、新

規業務に関する態勢整備というのは、具体的には、例えば加入時であれば、私ども、

審査、一定の金額よりも以下の金額であれば、これは今かんぽ生命保険もやられて

いますけれども、いわゆる告知扱い、健康状態について御加入を希望される方が自

らの健康状態を告知をするということで済ませておりますけれども、一定金額以上

であれば、医者の審査が必要であるということにしております。そういった観点か

らの態勢整備。 

 それから、あるいはモラルリスクというのが保険の場合にはどうしてもございま

して、言ってみれば、保険金殺人ですとか、あるいはかんぽ生命保険が要望されて

いらっしゃる医療保険について言えば、医療保険、入院保険、あるいは手術給付金

等の詐取といったことも行われております。そういったことを防止するための加入

時でのチェック、お支払い漏れというのが民間保険会社でもちょっと問題になりま

したけれども、そういったことが起こらないように、各社とも多額の投資をして、

支払段階でも色々なチェックを行っております。そういった観点からの態勢整備と

いうのは必要であろうということで指摘をいたしております。 

 先生から御質問がございました点につきましては、かんぽ生命保険は既に、私ど

も生命保険協会の特別会員ということになっていらっしゃいまして、例えば ADR で

すとか、それから、保険業法の下では、いわゆる営業される方、募集人については、

当局に登録をする必要がございます。その登録業務については、生命保険業界の基

本的なインフラがございますので、それを御活用いただくとか、そういったことは

既にしております。 

○清原委員 

 ありがとうございました。 

○西室委員長 

 それでは、三村さん、どうぞ。 

○三村委員 

 最後の７ページの所の新規業務に対する考え方ということですが、競争というも

のをどう捉えるかということにも関係すると思います。つまり、市場が非常に縮小

している中で、いわゆる単純なシェア競争になる場合の競争という考え方と、新商

品開発とか、商品の改善とか改良というのは、本来的にはむしろ競争を通しながら

支持を拡大していく、あるいは顧客層を拡大していくという、どちらかというとマ

ーケティング的な競争概念につながっていくという感じがいたします。 

 そうしますと、例えばここの場合、既に事業を行っているから影響が極めて大き

いのでという論理だけでいいのか。つまり、それはそれを通してよりいい商品が出

てくることによって、互いにその市場自身をもう少し活性化していくという考え方

も当然あってしかるべきで、あくまで私はマーケティングを専門としておりますの

で、そういうふうに自然に考えてしまうのですけれども、もちろん保険市場そのも

のが大変厳しい状況にあるということは理解するのですが、そういったような、ど
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ちらかというと創造的な競争という考え方はあり得ないのかということについては

いかがなのでしょうか。 

○殿岡一般委員長 

 一般論としては先生おっしゃるとおりで、競争を通じてのマーケット拡大、特に

新しい市場であります、例えば先ほど申し上げました医療はそういった特色といい

ますか、そういった点が大きかったと判断をいたしておりますけれども、あくまで

それは競争条件が公平であって初めて言える話であろうと判断をいたしております。

冒頭申し上げましたとおり、国家の関与といいますか、政府出資が間接的にせよ残

っている段階では、３分の１以上の方が何らかの政府補助があるのではないかと期

待されている中では、民間の生命保険会社とは明らかに競争条件が異なっているわ

けで、そういったことの中での競争というのは、マーケット拡大につながるという

よりも、むしろ競争市場をゆがめる可能性の方が大きいと判断するところでござい

ます。 

 それから、もう一つの条件として私どもが申し上げているのは、態勢整備という

ことですけれども、これにつきましても、しかるべき態勢整備、先ほど申し上げま

したような加入、支払のときの態勢整備を行っていただいて、これは相当なコスト

がかかるものでございますけれども、そういったことを行って、これについても、

保険に対する一般の消費者の方々の信頼を損なうことがないようなそういった態勢

整備が行われてしかるべきであろうと。その上での競争ということであれば、これ

は先生御指摘のようなメリットはあろうかと判断いたしております。 

○西室委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、時間にもなりましたものですから、この辺で質疑を終わらせていただ

きたいと思いますけれども、今後とも色々と学ばせていただくことが多いと思いま

すので、よろしくお願いしたいと思います。どうも本日はお暑い中ありがとうござ

いました。 

（社団法人生命保険協会退室、一般社団法人全国銀行協会入室） 

○西室委員長 

 それでは、一般社団法人全国銀行協会から御意見を頂戴したいと思います。 

○辻田企画委員長 

 全国銀行協会の企画委員長を務めております辻田でございます。このたびは意見

を述べる機会を頂戴いたしまして、誠にありがとうございます。座らせていただき

ます。 

 本日御用意させていただいた資料、二つございますが、作っていただきました資

料番号の 82－７－１というのが私どもの所見の正式版でございまして、その後ろに

サマリーが 82－７－２というのでございます。この要約版に沿いまして御説明をさ

せていただきます。 
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 まず、１ページおめくりいただきたいと思います。総論として３点掲げてござい

ますが、ここで特に申し上げたいことは、新規業務の開始に際しましては、その大

前提として、経営の抜本的な効率化と内部管理態勢の整備が不可欠であるという点

についてであります。この点は、株式会社として当然のことでありますが、最も重

要な点であることを改めて申し上げたいと思います。 

 ４ページめくっていただきますと、下の方のページ数が協会の方で作ったページ

数の４というところでございますが、経費率の簡単なグラフをお付けいたしました。

各業界ともに切磋琢磨しながら経営合理化に取り組んでいるところではございます

が、御覧のとおりまだまだ改善の余地が大きいのではないかと感じている次第でご

ざいます。 

 さて、これまで全銀協では、個別業務の新規参入の是非につきましては、これか

ら御説明申し上げます３点について重要である旨主張してまいりましたが、今回成

立いたしました民営化法では、ゆうちょ銀行の完全民営化までのスケジュールが不

明確となったことから、この３点は従来にも増して慎重に検討すべき重要な論点で

はないかと考えております。 

 その各論の３点の下を順番に御説明いたします。 

 まず、第１点目は、公正な競争条件が確保され、民業圧迫を生じさせないことで

ございます。私どもは、ゆうちょ銀行に間接的ではございますが政府出資が残る間

は、「暗黙の政府保証」が残存すると考えております。この点につきましては、平

時には認識されにくいものでございますが、危機のときには顕在化し、預金者など

の行動に大きな影響を及ぼす可能性があると考えております。 

 ５ページから７ページにかけて、少し昔の資料をお付けしてございますが、1990

年代後半、日本では金融危機と言われた時代の資料が付いております。この期間に

は、郵便貯金には政府保証が付いておりましたので、単純に結論が出せないという

ことは承知しておりますけれども、業態間で大きな預金シフトが発生しているとい

う事実も御覧いただけるかと思います。 

 所見にありますとおり、「暗黙の政府保証」にかかる預金者の誤解を払拭する努

力は極めて重要なことだと思いますが、最も本質的な取組みは、国会の附帯決議に

もありますように、ゆうちょ銀行を完全民営化する具体的な計画を早期に公表する

ことだと考えます。 

 所見の中では、ゆうちょ銀行にとっての予見可能性について配慮されるべき旨の

記載がございますが、私ども民間金融機関にとっても、一体いつまでにゆうちょ銀

行が完全民営化されるのかということがあらかじめはっきりしていることが、競争

者としては極めて重要であり、この点が不透明であってはならないと考えておりま

す。 

 また、今回の所見によりますと、「暗黙の政府保証」は、預金者の誤解に基づく

ものと結論付けられておりますが、本委員会での過去の議論について議事録を拝読

いたしますと、この結論は、ゆうちょ銀行の万一の場合に、他の金融機関同様に預
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金保険法による破綻処理以外に政府関与の余地がないということを、政府があらゆ

る場面を通して国民に周知していくことが前提となっているように思われます。 

 かかる観点からは、メガバンクは現在、国際的な銀行監督の枠組みの中で、万一

の場合に備え、再建破綻処理計画の作成に参画しているところでございますが、メ

ガバンク以上の規模を有するゆうちょ銀行の自主的な計画作成も有効なのではない

かと考えております。 

 ２ページ目をお開きください。次に、規模の再拡大につながらないことについて

申し上げます。 

 ８ページの資料によりますと、過去の官業としての結果であるとはいえ、ゆうち

ょ銀行は今なお圧倒的な規模を有しております。適切なリスクコントロールを行う

ためには、適正規模への収れんが必要であり、率直に申し上げますと、規模の縮小

が必要であるということでございます。 

 かかる点では、特に預入限度額の引上げは行うべきでないと考えます。 

 また、規模の拡大は、企業価値の向上に直接的につながるわけではないというこ

とを強調させていただきたいと思います。この点で、安易な新規業務への参入につ

いても、経営リスクを増大させ、結果として国民負担につながる可能性もあるかと

思います。 

 ９ページ目に資料がございますが、地域銀行は、全体の資金需要が伸び悩む中、

住宅ローンを中心に個人向け貸出を伸ばしておりますが、競争が激しい状況下、利

ざやが長期低下傾向になっております。こうした業務へ参入した場合、信用コスト

や事務コストに見合った金利水準が確保できず、かえって財務基盤を毀損する可能

性もあると思われます。かかる点で、民間企業では、新規業務の開始前にはコスト

パフォーマンスについて慎重に検討することが当然のことでございますが、その後

も定期的に計画どおりのパフォーマンスが実現できているか、チェックを行ってお

ります。政府関与が残る期間は、いわば市場規律にさらされないことになりますの

で、定期的な情報開示や本委員会における適切な事後チェックの実施なども必要な

のではないかと考えます。 

 ３点目は、利用者保護の面で問題を生じさせないことでございます。 

 近年の金融商品の多様化・複雑化に伴いまして、販売態勢の整備や人材育成など

がますます重要となっていることは申し上げるまでもありません。また、この実現

のためには、相応の時間とコストが必要となってくることを覚悟する必要がござい

ます。 

 ３ページ目をお開きください。最後に２点申し上げます。 

 １点目は、金融二社の経営の健全性を確保するための措置を講ずるべきだと考え

ることでございます。銀行法では、銀行が銀行業以外の業務を行った場合の事業リ

スクを回避するため、他業を営むことを原則禁止してございます。金融のユニバー

サルサービスを行うためのコスト負担や、郵便事業を行うためのコスト負担が今後

改善されることなく継続されるとするならば、金融二社の経営状況を損なう可能性
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がないともいえません。このことは、日本郵政の規模を勘案いたしますと、結果と

して我が国の金融システム全体の不安定化を招く可能性も否定できないと思われま

す。 

 例えば、事業セグメント別の経営状況を今以上に詳細に開示し、透明性を確保す

ることや、金融二社と日本郵便との業務委託手数料の水準を本委員会でチェックす

ることなど、リスク遮断のための工夫をする必要があると考えます。 

 ２点目は、日本郵政の上場に際しては、投資家から評価に耐え得る整合性のある

エクイティストーリーを描く必要があり、このためにも金融二社の株式売却スケジ

ュールやその方法も含め、具体的な計画を早期に示すことが重要であるという点を

改めて強調しておきいたいと思います。 

 以上でございます。御清聴ありがとうございました。 

○西室委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様の方から御質問、御意見を。それでは、まず、米澤先生。 

○米澤委員長代理 

 どうも、大半がごもっともな御意見のところ、それからかなり踏み込んで色々御

指摘いただいたこと、ありがとうございます。特にリスク管理の在り方とか、そう

いうところに関して、そうだという点、多々あるかと思いますので、それは今後我々

が判断しなくてはいけないときに参考にさせていただきたいと思います。 

 その中にあって、２ページの②のところで、「ゆうちょ銀行は巨大な規模を有す

るため、適切なリスクコントロールを行うには、適正な規模への縮小が不可欠であ

る【７ページ参照】」になっています。ここをもう少し、具体的にどういうことな

のか、規模が大き過ぎる。それゆえ適切なリスクコントロールを行うことができな

いというのは、具体的にもう少し説明をお願いしたいと思います。 

○辻田企画委員長 

 これは、全銀協の意見というより、例えば私一人の銀行員としての感覚から申し

上げますと、メガバンクでも経営をマネージするのが、実は非常に規模が大きくて

難しいというのが現実でございます。もちろんメガバンクの場合は、ゆうちょ銀行

に比べて業務が広がっておるので、別の意味での難しさがあるのかもしれませんが、

やはり御覧覧いただきましたとおり、一つの銀行の大きさというのが、メガバンク

でも相当大きいのに、それよりもはるかに大きい企業体でございますので、この企

業体のリスクコントロールをするというのは非常に難しいのではないかと思います。 

 例えば、経済学的に言えば、規模の経済というのはございますけれども、逆に、

余り規模が大きくなると、規模の不経済というものも当然理論的には出てくるわけ

でありまして、色々な事業ユニットをリエゾンするときのリエゾンコストというの

も当然出てくるわけでございます。そういうことを考えると、やはり適正な規模に

収れんしていくというふうにあえて言わせていただきましたけれども、結論として

は、メガバンク等々と比べてもはるかに大きいので、やはり規模が大き過ぎるので
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はないかと考えているというところでございます。 

○米澤委員長代理 

 わかりました。特に経営管理上、経営組織上、色々難しい。特に、最近、アメリ

カでそういうところで問題になっている銀行が多々ある。いい銀行だと思っていた

ところが、そういうようなところで問題なしとしないということが出てきたという

ことなので、おっしゃる点、良く分かりました。 

 が、別にゆうちょ銀行をディフェンスするつもりはないのですけれども、ゆうち

ょ銀行は、皆さん方に比べると、やっている範囲は非常に狭いわけですね。業種と

しては。我々で言うと、ほとんどナローバンクに近いようなことをやっているので、

その点は、管理が色々な点に目配りしなくてはいけないという皆さん方に比べれば、

少しはいいのかなと。いいのかなということはないのですけれども、難しさは少し

少ないのかなと理解はしております。 

 それから、一時期、おっしゃったようなところで規模の不経済性があるという話

はよく分かるのですが、その前の時期に、やはり規模は大きい方がいいという話は、

何人かの専門家の方から聞いたのです。それはなぜかというと、内部の資金でITの

色々コンピュータ化みたいなことを機械化するには、電子化するには、粗利幾ら、

何兆円とかという話があって、そのために大きくなくてはいけないのだ。だから世

界中で合併が起きているのだという話もあるので、その点から見ると小規模への分

割はデメリットになってしまうわけです。実際、メガはみんなくっついて大きくな

ってきたわけなので、そこのところはやはり見逃せないメリットもあるのではない

かと思うのですが。 

○辻田企画委員長 

 先生のおっしゃるとおりだと思います。まず１点目は、確かに今の業務は、メガ

に比べるとシンプルですので、おっしゃるとおりです。これから色々な業務をおや

りになるということなので、こういうふうにあえて書かせていただきました。 

 それから、２番目の問題は、先生おっしゃるとおり、銀行業は基本的に装置産業

でございます。したがって、膨大なシステムを抱える以上、一定規模のお客様がい

なければペイしないというのも先生のおっしゃっているとおりでございます。住宅

ローンの話が色々出ておりますけれども、例えば住宅ローンの場合には、単純にお

客様向けの利回りだけが問題なのではなくて、そこには、信用コストであるとか、

事務コストというのが大きな問題になってまいります。そうなってくると、ある程

度のロットをこなさなければ、事務コストも下がりませんし、信用コストもコント

ロールできないということになりますので、おっしゃるとおり、ある程度の規模が

必要だと思います。 

 ただ、これは先生に申し上げるまでもありませんけれども、一定の規模ではスケ

ールメリットが効くわけでございますけれども、それを超えてくれば、当然のこと

ながら、例えば地域分割みたいなことをする必要があるのではないかと昔議論が出

たと思いますけれども、そういうデメリットも出るのではないかという意味で申し
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上げたということで、先生のおっしゃっているスケールメリットが非常に金融業と

いうのは大きく働くというのは、おっしゃるとおりだと思います。 

○米澤委員長代理 

 ありがとうございます。 

○西室委員長 

 どうぞ、老川さん。 

○老川委員 

 どうも色々ありがとうございました。 

 おおむねごもっともな御指摘が多いと思うのですが、伺いたいことは、総論の２

番目に内部管理態勢の整備を徹底することが大事だということをおっしゃって、そ

のとおりだと思いますし、４ページは経費率の表があります。これは、要するに、

人件費が多過ぎるということなのか、ここの経費率が高いということの理由をどん

なふうに御覧覧になっているのかということと、もう一つ、内部管理ということは、

コンプライアンスとか、そういう面が非常に大事なことだと思うのですが、民間金

融機関のサイドから御覧覧になって、郵政、ゆうちょ銀行に対して、何か内部管理、

こういう点をもっと気を付けた方がいいとか、こうしたらいいのではないかという

何かアドバイスがあれば伺いたいのですが。 

○辻田企画委員長 

 別にゆうちょ銀行のことを厳しく言うつもりもありませんし、実は、それほどゆ

うちょ銀行の実態を私も存じ上げているわけではないので、老川先生のお話に直接

お答えするのはちょっと難しいかなと思っておりますが、少なくとも、例えば今の

リテールビジネスをやるプロセスの中においては、やはりコンプライアンス、法令

遵守、それからお客様の保護というのが非常に重要な問題になってきております。

このことは、平たく言えば、大変コストが掛かる話でございます。では、コストが

掛かるからやらなくていいのかということでは全然なくて、むしろ銀行業は特に長

期的なお客様とのリレーションが必要なので、今は経営的にはいかにお客様を保護

するかということにお金を使い、配慮をしながら商品を作らなければいけないと私

ども思っております。そういう意味では、コストが掛かるから駄目だとかいうこと

ではなくて、むしろ相当な態勢を整備するための時間とコストを覚悟していただく

必要がありますよと、私は自分の経験から申し上げたいなということでございます。 

○西室委員長 

 それでは、三村さん、どうぞ。 

○三村委員 

 ２ページ目の所で一つ教えていただきたいのですけれども、御指摘は私も本当に

そのとおりだと思っております。規模拡大が必ずしも企業価値向上につながるわけ

ではない、本当にそのとおりだと思うのですが、むしろ「安易な新規業務の拡大は」

とわざわざ下線を引いていらっしゃる。「安易でない新規業務」という言い方はあ

るのか。つまり、「安易な」という言葉に込められた意味がどういう意味なのかと
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いうことについて教えていただければと思います。 

○辻田企画委員長 

 私の部下が線を引きましたので、どういう意味があって引いたのか、実はよく分

からないのですが、強いて申し上げますと、先ほど、私、冒頭にもお話ししました

けれども、我々、例えば新種の業務をやるときは、新商品委員会というのがござい

まして、最初に投資するときに、それだけのパフォーマンスが上がっているかどう

かということを厳しくチェックをして、やっと経営会議を終わって、頭取のハンコ

をもらって、やったといって終わるわけでございますけれども、実際には、その後

に銀行は、多くの銀行が上場企業でございますので、いわゆる市場にさらされると

いう状況になります。したがって、市場原理の中で、うまくいっていない業務につ

いては、セグメント情報を開示することによって、もうかっていないということが

投資家にすぐ分かりますので、この業務をどうするかというような自浄能力みたい

なのが働くのだと思います。その中で、我々はそうならないように、実は商品によ

って半年に一度ぐらい、当初の計画どおりのパフォーマンスが得られているかどう

かということを厳しくチェックしながら、駄目であれば、もう少してこ入れをする

とか、または、当初見えていなかったリスクが分かったので、場合によっては止め

るとかいうような判断を常時下すというような、自浄作用と言うとちょっとオーバ

ーでありますけれども、普通の会社であれば、みんなそれは持っているわけでござ

いますけれども、そういうものが日本郵政の場合には株式会社ではございますが、

上場していないという意味では、政府だけが株主ということになりますので、やは

りそこは市場規律というのがまさに当委員会に是非私どもはお願いをさせていただ

きたいところということだと思います。 

○三村委員 

 ありがとうございました。 

○西室委員長 

 どうぞ。 

○清原委員 

 １点だけ。今日は本当に示唆に富んだ御意見ありがとうございました。 

 この間、利用者保護、あるいは利用者の利便向上のために、全銀協のネットワー

クとゆうちょ銀行を接続するとか、あるいは特例会員にされるとかということで取

り組んでこられたことは、大変重要だと思っています。 

 今日、１ページの所に、最後の所ですが、再建破綻処理計画（RRP）の作成に自主

的に対応することが有効ではないかという御提案をいただきました。この一般社団

法人全国銀行協会に加入されているほとんどの銀行がこれを策定していると認識し

てよろしいのでしょうか。そして、もしゆうちょ銀行がこれを策定されるときには、

そうした先行事例が情報共有されて、より良いものができるような、そんな御支援

も特例会員であればなされるのでしょうか。その点についてだけ教えていただけれ

ばと思います。よろしくお願いします。 
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○辻田企画委員長 

 すみません。説明が不十分で、少し先生に誤解を与えてしまったかもしれません

が、これは、実は、新聞では「Ｇ－ＳＩＦＩｓ」（ジー・シフィーズ）とか言って

おりますけれども、世界的な銀行監督をしているFSBという所がございまして、そこ

が各国の大きな主要な金融機関に対して、そこがもし破綻したときには、まさにリ

ーマンショックのとき、そうだったわけですけれども、破綻の連鎖があるというこ

とが分かりましたので、そういう指定された、いわゆるメガ三つについては、もし

万が一のときには、まさに国民の税金をいっぱい使わずに、自分のところの事業を

順番に売っていくような計画を具体的に立てて、最終的には今度は役所の方が破綻

処理をするための計画を作りなさいというのが今の枠組みでございまして、こうい

うものはゆうちょ銀行にはもちろん課されておりませんし、メガ以外の国内の銀行

には今のところは課されておりませんが、先ほど申しましたように、ゆうちょ銀行

は非常に規模が大きいので、こういうものを自発的につくられれば、政府の関与が

ないという、まさに「暗黙の政府保証」ということについての疑念が払われるので

はないでしょうかという、すみません、ちょっと前向きなつもりで御提案させてい

ただいたということでございます。 

○清原委員 

 ありがとうございました。「暗黙の政府保証」という誤解の払拭のためにもとい

う積極的な御提案ということ。 

○辻田企画委員長 

 そういうことでございます。 

○清原委員 

 ありがとうございました。 

○西室委員長 

 どうもありがとうございました。 

 もう時間でもございますので、本日はお忙しいところをお見えいただいてありが

とうございました。また色々と教えていただくことが出てくると思いますけれども、

これからもよろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

（一般社団法人全国銀行協会退室、欧州ビジネス協会入室） 

○西室委員長 

 それでは、欧州ビジネス協会から御意見をお伺いしたいと思います。よろしくお

願いします。 

○松田保険委員会委員長 

 ありがとうございます。欧州ビジネス協会の保険委員会の委員長をしております

松田と申します。このたびは、当協会から意見を申し上げる機会をいただきまして、

大変ありがとうございます。簡単ではございますが、私の方から幾つかポイントだ

け絞りまして、意見の方を申し述べさせていただきたいと思います。 

 欧州ビジネス協会といたしましては、一貫して公正な競争条件の確保をお願いし
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ておる次第でございますけれども、その中で、公正な競争条件の確保が危惧される

中では、新規業務というものが認められるべきではないということを一貫して主張

させていただいている次第でございます。 

 今回、所見案という形で拝見させていただいておりまして、その点、内部監査で

すとかコンプライアンス、統合的リスク管理、この整備は、民間保険会社と同様に

重要であると、この点を強調されており、この点が当然ながら健全な保険業を営む

上での基盤という点からすれば、この点が強調されている点は非常に同感すること

でございまして、そういう意味では、民間と同様の環境に置かれることを非常に希

望しておる次第です。 

 一方で、公正な競争条件の確保の観点からいきますと、手前どもが一番興味がご

ざいますのは、新規業務開始、ここの審議のところでございまして、ここにつきま

しては慎重な審議をお願いしたいと感じておる次第です。 

 所見案にございます既に認可された業務、これに加えまして、金融二社が直面す

るリスクに対応するもの、既存の業務の見直しであるもの、提携による業務の取扱

実績があるものと、ここが審議開始が支障ないという形になっておるところでござ

いますけれども、この点につきましては、具体的にできるだけ示していただければ

ありがたいという印象を持っております。 

 次に、ユニバーサルサービスについてですが、ここにつきましては、一般的に顧

客の利便性という観点から、ユニバーサルサービス自体が重要なものであるという

点につきましては、十分理解ができるところであると思っております。 

 一方で、繰り返しになりますけれども、ユニバーサルサービスを目指すがゆえに、

公正な競争条件の確保が阻害されてしまうのはちょっと問題であると認識をしてお

ります。民間保険会社では、郵便局のネットワークにアクセスが劣後してしまうと、

これが顧客の利便性の観点から、かえって悪影響を与えるものではなかろうかとい

う点もございますし、そもそも民間保険会社の商品開発力ですとか販売態勢、こう

いったものが郵便局ネットワークへ十分アクセスすることで、顧客の利便性の観点

からプラスに働く面もあるのではないかと考えておる次第でございます。 

 それから、最後に株式処分の手続につきましては、完全処分の期限を含めまして、

細かい、より詳細な部分の具体化をお願いしてまいりたいと思っている次第です。

もちろん、政府保証や政府の信用補完が暗黙のうちに存在するのではないかという

期待が一般消費者の中に一部あるのではないかという点につきましては、そういっ

たことをもって一般消費者のお客様が購買意欲を持ってしまうということ自体が公

正な競争の確保の観点から阻害要因とならなければよいなと考えておる次第ですの

で、是非「暗黙の政府保証」といった懸念があるということであれば、その払拭に

向けて具体的にどのようなことをしていくのかといったあたりも、できれば具体化

していただければ大変ありがたいと考えておる次第です。 

 簡単ではございますが、まとめますと、以上のようなことを述べさせていただき

たい次第でございます。以上でございます。 
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○西室委員長 

 どうもありがとうございます。 

 欧州ビジネス協会だけが、実は質問を並べられた唯一のところでいらっしゃる。

私ども、現状で、個々の質問について的確にお答えするようなポジションにない。

具体的に言うと、調査審議がまだ始まっていない段階でございますのと、できれば

質問というよりは、私どもが今回出しました要旨に関して、どういうふうに考える

かというお話をしていただきたかったので、いずれにしても質問ということでも

色々私どももお伺いすることもございますので、少し時間を取らせていただきたい

と思います。 

 それでは、米澤先生いかがでしょう。 

○米澤委員長代理 

 今、委員長の説明がありましたように、質問はみんなもっともな質問なのですけ

れども、準備していなかったこともありますし、それから、私個人的には答えられ

るものもありますけれども、私個人が答えても意味がないと思いますので、控えさ

せていただきたいと思います。 

 ただ、欧州ビジネス協会も指摘されて、実は、この前も、ずっと「暗黙の政府保

証」というのを随分やり玉に挙げられているのですけれども、これは、厳密に言え

ば、完全に100％売却するまでは、売却というか、上場して売却するまでは、多分皆

さん方、これがあるのだろうかと思われているのかもしれないかと思います。 

 ただ、実際には、何かあったときに、今、政府が助けてくれるかというと、「暗

黙の政府保証」があるから助けてくれるということはほとんど期待できないのでは

ないかと思うのです。何かというと、これに近いものは、Too Big to failなのです。

それは、かんぽ生命保険とかゆうちょ銀行がもし何かあったら大変だということは、

仮に三菱東京UFJ銀行が何かあっても大変だし、みずほ銀行が何かあっても大変だし、

三井住友銀行も。それと同じレベルでの大変で、手をこまねいて見ているわけには

いかないという意味では何かあるかと思いますけれども、殊更株式を政府が持って

いるから、何かそこで特別な法律を作って何とかということは、恐らくないと思い

ます。ですから、そこを期待してやった人は、あってはならないことですけれども、

どこかで裏切られる可能性もあるのではないかと思っております。 

 ただ、そうは言っても、誤解も含めて感じていらっしゃる方が少なからずいらっ

しゃることは事実ですので、それは、我々の方も事実認識を確認した上で、やはり

ないということを告知していきたいと思っております。答えになったかどうか分か

りませんけれども、そのように考えています。 

○松田保険委員会委員長 

 ありがとうございました。 

○西室委員長 

 どうぞ、老川さん。 

○老川委員 
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 質問という形で御提起いただいたのですが、この場はむしろ我々が質問させてい

ただく場でございまして、質問という形をとって欧州ビジネス協会側の御関心の所

在をお示しいただいたというふうに理解をさせていただきます。 

 そういう意味では、総論的なところに既に認可された業務云々、これは何なのだ

という御指摘があるのですが、既に認可されている業務、例えば保険の委託販売と

か、既にやっていることは幾つかあります。そういう既に認可されたり、あるいは

他の民間機関と一緒に部分的にやったりしている業務が幾つかあると思うのですが、

そういうことによって、欧州ビジネス協会の守備範囲で何か影響を受けているとい

う実態はございますでしょうか。 

○松田保険委員会委員長 

 直接的に大きなマイナスというよりも、こちらの今後の懸念といたしましては、

商品というものは色々なお客様のニーズに合ったものの中から、お客様が幅広い選

択肢の中から選択されるというのが顧客の利便性に資すると思っておりますので、

そこはうまくアクセスのところが確保されればいいなという観点からそう申し上げ

ているというのがメインなコンサーンでございます。 

○西室委員長 

 現実に現在までのところのゆうちょ銀行、かんぽ生命保険がやっていることにつ

いて被害が出ているとかそういうことではないけれども、これから先心配だという

ことですね。 

○松田保険委員会委員長 

 そうでございますね。 

○清水事務局長 

 これら出されたのは、パブリックコメント等を含めてオープンにして回答等とい

うような形になりますので、事実関係等、もし訂正されるところがあったらと思い

ますが、かんぽ生命保険生命と同じ条件で認められていないということで、募集手

数料の支払がないと書いてございますが、これは、契約を維持する手数料を払って

いるけれども、募集手数料という形では払っていないというのをこういう表現をさ

れているのでしょうか。 

○松田保険委員会委員長 

 すみません。申しわけございません。 

○清水事務局長 

 できるだけ正確な表現の方が事実関係に誤解がないのかと思います。 

○松田保険委員会委員長 

 おっしゃるとおりです。ありがとうございます。 

○清水事務局長 

 それから、「かんぽ生命保険商品に多くの点で有利性が認められる」、「商品の

有利性」という表現になっていますが、扱っている場所の話の有利性の話でなくて、

商品の有利性というのは何を指している言葉なのでしょうか。 
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○松田保険委員会委員長 

 競争力の面といいますか、いわゆる収益性の問題、ごめんなさい。商品自体が、

これもちょっと懸念のところでございますけれども、今後、要するに、信用補完と

かが仮にあるような場合において、今後、より強力な競争力の高い商品が認められ

ていった場合は、という懸念の。 

○清水事務局長 

 現状の商品で有利性があるというわけではなくて、今後の話ということで書かれ

たわけですね。 

○松田保険委員会委員長 

 そうですね。おっしゃるとおり。 

○清水事務局長 

 分かりました。 

○西室委員長 

 これは公表するときにどうしますか。 

○清水事務局長 

 当面、今これはいただきましたが、書き直される所があれば、事務局と御相談を

させていただきたいと思います。 

○西室委員長 

 そうでないと、公表することになってしまいますので、せっかく質問したのに委

員会は何も答えなかった、という形に。そもそも趣旨が違いますものですから。 

○松田保険委員会委員長 

 そういう意図ではございませんでした。 

○西室委員長 

 それでは、恐れ入りますが、事務局と相談をさせていただきたいと思います。 

○芳賀保険委員会委員 

 公表のスケジュール感的なものはどうなりますか。 

○清水事務局長 

 パブリックコメントいただいたものをまとめて別途併せて公表いたしますので、

まだ日時は確定しておりませんけれども。 

○西室委員長 

 日時は確定していないのですけれども、できる限り早くやらなければいけないと

は思っておりますので、来週位には事務局間の相談はさせていただくと、そんな時

間的な感覚でお願いしたいと思います。 

○松田保険委員会委員長 

 分かりました。 

○西室委員長 

 どうも本日は、わざわざお見えいただいてありがとうございました。 

（欧州ビジネス協会退室、在日米国商工会議所入室） 
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○西室委員長 

 それでは、在日米国商工会議所様からの御意見を伺わせていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

○キダー専務理事 

 どうもありがとうございました。 

 本日は、貴重なお時間をいただきありがとうございます。在日米国商工会議所、

ACCJ専務理事のサミュエル・キダーと申します。 

 パブコメでも書きましたが、生命保険協会の御意見と同じく、民間金融機関との

対等な競争条件が確保される前に、日本郵政の業務拡大がなされるべきではありま

せん。そして、消費者保護の観点からも、今回の所見案は大幅に改訂すべきである

というのが私どもの意見です。 

 改訂すべき点を幾つか具体的に御説明いたします。 

 まず、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険と民間金融機関との間の対等な競争条件の

確保を求めます。具体的には、保険業法や銀行法の例外規定、異なる監督体制、国

有企業としての「暗黙の政府保証」、郵便局への優先的なアクセス等の問題点を解

決していただきたいと存じます。 

 次に、ユニバーサルサービス責務の履行理由に、かんぽ生命保険の新規業務が正

当化されるべきではありません。そもそも保険は実質的に民間でユニバーサルサー

ビスが提供されています。仮に政府がユニバーサルサービスを求める場合でも、民

間の保険会社でも提供できるので、サービスの提供者がかんぽ生命保険である必然

性はありません。 

 次に、上場に向けて市場の評価を高めることを理由に、日本郵政グループの新規

業務が正当化されるべきではありません。市場での評価を高めるために必要なのは、

ガバナンスの組織体制が機能していない現状を改善することです。 

 次に、金融二社の強大な規模を考えると、日本経済全体の資本を効率的に配分さ

せ、日本の銀行、保険市場を円滑に機能させるために、バランスシートを適正化す

る必要があります。 

 次に、ゆうちょ銀行とかんぽ生命保険は、政府企業として競争上の優位性がある

ので、新規業務を行う際には、事前の競争、制限を受けるべきです。郵政民営化法

138条は、事前の競争制限を義務付けられているのにも関わらず、郵政民営化委員会

は、市場の適正な競争関係の確保を図るものとすべきとしていますが、その根拠を

御説明いただきたいと存じます。 

 次に、既に競争の激しい市場で販売されている商品をゆうちょ銀行やかんぽ生命

保険が販売することによって、どのような形で消費者利益がもたらされるのか、御

説明いただきたいと存じます。 

 最後に、郵政民営化委員会は、かんぽ生命保険やゆうちょ銀行が自社の単品商品

の開発を引き受ける際に、これまでの入院特約や民間商品の販売経験をスキルとし

て生かせるとしていますが、それは違います。まだがん保険や限定告示型の医療保
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険は、かんぽ生命保険ではなく郵便局が取り扱っているのであり、かんぽ生命保険

にはそのような商品分野に関する経験が全くありません。 

 ACCJからの意見は以上です。 

○西室委員長 

 どうもありがとうございました。 

 新しい法律ができたのですけれども、その法律が変わったことに対する批判、そ

れが中心になっているような印象を私どもとしては受けました。これは、法律が変

わって、新しい法律が日本で成立した。その成立した法律に基づいてこの委員会は

運営されるべきであり、色々なことはそれにベースがある。とすると、ベースの方

をまず批判されてしまうと、それから先の議論がなかなか進まないような気がする

のです。ですから、法律についての欠陥については、政府間でのお話になり得るの

だったら、それはやっていただかなければいけないのかもしれませんけれども、既

に国会で決まった法律について、米国側からそういう批判と抗議があったというこ

とは、まずほとんど聞いていない。確かにお話があっても、それによって変わった

ということはほとんどないような気がいたします。したがって、新しくできた法律

に従って、私どもはこれから先は運営せざるを得ないし、そういうつもりでおりま

すので、それをベースに一言申し上げた上で、質問その他、させていただきたいと

思います。 

 それでは、米澤さん。 

○米澤委員長代理 

 ２点ほどございます。 

 一つは、ユニバーサルサービスの件ですけれども、それは、何もかんぽ生命保険

だけではなくて、民間の生命保険でも十分に提供してきているということで、それ

は今日もこの前に生命保険協会の方からもお話があって、ある程度それは私も納得

しました。各民間の生命保険会社が外務員を使って色々販売を行っていますので、

結構過疎地までも営業しているようですが、ただ、随分そこでも人を減らしている

ようです。一つは、全体の需要が減っているのが一番の大きな要因だと思いますけ

れども、まさに過疎地がより過疎地になったことが影響しているかと思いますが、

ですので、そこのところの販売網は、前に比べると大分弱くなっているという感じ

を私は受けましたので、本当に徹底してユニバーサルサービスというと、かんぽ生

命保険ほどユニバーサルサービスではなくなってきているのではないだろうかとい

う印象を一つ受けました。その点が一つです。 

 それから、あと、大半はごもっともなところが多いのですけれども、２ページの

５番、これまでは財投か何かでもって公共インフラに対して資金を融通していた、

いわゆる官の方に資金を流していたということで説明されているのですか。そうい

うことですね。確かにその点はなくはないと思います。公共投資とかそういうこと

に使われてきた原資となっているということでしょうか。それは色々問題があるか

と思いますけれども、今、この現状になって、日本がこれだけ国債が発行されてい
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るにも関わらず、金利がこれだけ低く止まっているのは何かと、色々パズルがある

のですけれども、一つは、アメリカの金融システムと違って、日本は商業銀行です

ので、自動的にお金が集まってくる。貸出先のニーズがあるかないかにかかわらず

お金が集まってくるシステムなので、それで国債が結構金融機関は買っていたとい

うのが一つですが、その中でも特に、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険、それから、

少し話は違いますけれども、公的年金などが中心になって国債を買っていたので、

結果としてこんなに残高があるにも関わらず、金利が低く収まっているというふう

に私は理解しています。 

 ですから、過去に関してそれが良かったかどうかは色々議論の余地がありますが、

現在、金利が高くなってもらっては困るので、ヨーロッパみたいなことになると困

るので、そのためには、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険、もう少ししばらくの間頑

張って規模を縮小しないでお金を集めて、メインは国債を買っていくということが

日本経済にとって、世界経済にとって必要なことではないかなと現在はそう思って

おります。 

 以上、私のコメントです。 

○グリーンウッド保険委員会副委員長 

 まず、今日の機会を得まして本当にありがとうございました。我々にとって非常

にいいことです。 

 最初の御質問について、日本の人口も減ってきて、特に田舎の方は少なくなって

いって、だから余りいい商売にならないという御質問ですけれども、多分ユニバー

サルサービスを考えると、それは二つの側面があるのです。一つは、もちろん、民

間企業は、自分のエージェンシーを通じて商品を売って、サービスを提供できます。

最近の経験を見ますと、生命保険会社は田舎の事務所が減っていないのです。東北

を見ますと、大震災を見ても、そこでは全然減っていないのです。前と全く同じよ

うに続いています。だから、それはまだ商売をやっています。 

○米澤委員長代理 

 人数が、関わっている外務員が減ったと言っていました。 

○グリーンウッド保険委員会副委員長 

 やはりビジネスは、会社によって違うのですけれども、平均として余り減ってい

ないのです。事務所として。エージェンシーとして。私は実は販売の数字は頭に入

っていないのですけれども、減ってきているかもしれないですけれども、サービス

を提供するそのことは続けます。 

 もう一つの方法は、郵便局を通じて民間の商品を売ることもできます。それは全

てではないですけれども、多数の生命保険会社は今しています。その方法もありま

す。だから、二つの方法でユニバーサルサービスをできます。 

 それから、２番目の御質問はおもしろい御質問ですが、実は我々の言いたいこと

は、それは歴史的なことだけを言いたかったのです。戦前の場合は、それは日本人

の貯金を集めるための機関としてできたものです。それはもちろんかんぽ生命保険、
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ゆうちょ銀行ばかりではなくて、色々な方法がありました。それは非常に成功した

のです。でも、今、金融制度は大分変わったのですから、そういう必要性もなくな

ったということです。 

 実は国債のことについて、私はACCJの機関としての立場はありません。でも、私

は経済家ですから、経済家の立場から、今おっしゃったことはちょっと危ないので

はないかと思っています。 

○西室委員長 

 どうぞ。 

○老川委員 

 今の最初の質問とも関係するのですが、ユニバーサルサービスは、民間保険会社

でも提供できる。できるけれども、現実に行き届いていないという実態があるのだ

と思うのです。ですから、今回、わざわざユニバーサルサービスを果たせと、こう

いう改正が行われたわけなので、できるということと、現にそれが充実して展開さ

れているということとはちょっと違うと思うわけです。 

 そこで、一般論とは別に、アメリカの保険会社は、現実に民間保険会社としてユ

ニバーサルサービスを提供できているとお考えなのでしょうか。つまり、かんぽ生

命保険が色々やるということが、利益が、例えば田舎の方も既にやっていて、そこ

で競合してしまうというぐらい、かなり綿密に提供できているというふうにお考え

なのでしょうか。 

○グリーンウッド保険委員会副委員長 

 アメリカの会社として。 

○老川委員 

 はい。 

○グリーンウッド保険委員会副委員長 

 最初の御質問について、今の状況を見て、日本の生命保険会社と外資系の生命保

険会社は、ほとんど全国で販売をしています。それから、銀行と郵便とちょっと違

って、生命保険の場合は、毎日事務所に行く業務ではないのです。普通、２年に１

回行くところですから、そんなに近い所は要らないということ。それから、今はイ

ンターネットを通じて生命保険を買うこともできますから、ユニバーサルサービス

を提供するのは、色々なやり方があります。それはインターネットの場合もありま

す。だから、今の時代は、ほとんどどこでも販売しています。郵便局を通じての販

売は非常に小さいものです。小さい理由は幾つかありますけれども、我々の立場か

ら、もっと拡大したいのですけれども、他の問題があるのです。 

 アメリカの会社の立場から、外資系の企業は、生命保険の市場を見ますと、16％

ぐらいですから、我々は店ではなくて、それは大きいものではないですが、でも、

シュピュート（注 「訪問販売」の趣旨と思われる。）はできます。今、一部、外

資系の生命保険会社が田舎でビジネスをします。 

 私は、３～４カ月前、東北に行って、東北の代理店の人々と話があって、彼らは
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東北のどこでも販売しています。だから、それは商売として悪くないのです。それ

は御質問の返事になったのですか。 

○老川委員 

 御趣旨は分かりました。 

○西室委員長 

 きょうは時間が限られているので、余り議論ができないのですけれども、私は委

員長として申し上げるのではなくて、基本的な違いが出てきている部分は、今度の

法改正というのは何で始まったかというと、日本におけるポスタルネットワークの

歴史的な意義と、それから、それを保持するということはどうしてやるかというこ

と、それを一つの回答として出した。簡単に言えば。 

 USポスタルサービス、USポストというのは大変な赤字ですよ。これは何しろ全部

政府で補填している。日本は、ポスタルネットワークをキープするためには、政府

の補填ではなくて、今まで歴史的に持っていた財産を活用しながら、そこに補填を

自主的に続けていきなさいと、そう法律に書いてあるように私には読めるのです。

それに基づいて考えていくと、すごく発想の違った結果が出てくるような気がする

のですが、基本的な問題は、USポストと日本郵政というものの歴史の違いと、経営

状態の違い、そして、ポスタルネットワークそのもののコストをだれが負担してい

るか、その辺のところに基本的な問題があるような気がします。 

 したがって、話を全部やると長くなり過ぎますし、できれば英語でやった方がい

いと思います。また場を改めて色々教えていただくことがこれからも増えると思い

ます。余り御迷惑の掛かるようなことはしないようにと、私どもは全ての損保業界

にも銀行にも言っているのですけれども、できる限りの配慮は払いながらやってい

くというのが基本ですので、そういうことで本日のところは終わりにさせていただ

いて、改めてこれからまた色々な御意見をいただきたいと思いますので、よろしく

お願いします。ありがとうございました。 

（在日米国商工会議所退室、公益社団法人経済同友会入室） 

○西室委員長 

 それでは、経済同友会から御意見をいただきたいと思います。よろしくお願いい

たします。 

○村上政府関係法人改革推進PT副委員長 

 それでは、経済同友会政府関係法人改革推進PTの副委員長をやっております村上

でございます。本日は、郵政民営化委員会の調査審議に関する所見案について意見

を述べさせていただく機会をいただきまして、大変感謝しております。ありがとう

ございます。 

 事前に提出させていただきました経済同友会としての意見書にも述べさせていた

だいているとおり、本所見案の内容は、ユニバーサルバンクの責務を果たしながら、

日本郵政株式を売却し、東日本大震災の復興資源としてできるだけ多くの売却収益

を得るという目的のために作成されていると思料いたしております。しかし、そこ
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には官業による民業圧迫を容認し、郵政民営化の意義を後退させかねない内容が含

まれていると考えられます。 

 まず、郵政民営化と新規業務について触れさせていただきます。 

 所見案は、新規事業への取組みを行い、収益を積み増すことにより、上場に向か

って企業価値の向上を目指すことが可能であるという前提に立っていると考えられ

ます。ゆうちょ銀行の場合、仮に新規業務で住宅ローンや中小企業ローンへの取組

み等により銀行のバランスシートの利回り向上を目指す方向に進み、早期に他の銀

行並みの資産を積むことが可能になったとしても、それが企業価値向上につながる

ことは大きな疑問があるところでございます。 

 銀行業の株価は、この20年の間、長期トレンドで見ますと、TOPIXで－57％であっ

たのに対し、銀行業全般で－81％と大きく企業価値を下げています。また、比較的

日本の銀行が落ち着いており、期間損益が好調であった2009年３月末から足元８月

24日でも、TOPIXが－２％であったのに対し、銀行業はマイナス25％と、その企業価

値を毀損しております。バランスシート上で、リターンに比してより多くのクレジ

ットリスクを取っていることに対するネガティブな市場評価であったと分析されて

おります。 

 このため、企業価値を高めるためであれば、むしろバランスシートの縮小という

方向性の維持や、上場に向けて効率性の向上を図るべきと考えております。バラン

スシートでのリスクをとる銀行業がその企業価値を長期にわたって、かつ、足元に

おいても大幅に減少させている現状において、金融二社が他の金融機関と異なり、

新規業務を取り組むことにより、唯一今後企業価値を増大させることが可能である

ことを説明する必要があると考えております。期間収益の増大が可能な計画だとい

うことだけで安易に新規業務への進出を認めるべきでないと考えております。 

 次に、新規業務に関する審議の方向性についてですが、金融二社に間接的な政府

支出が残る間は、新規業務、特にバランスシートを使った業務を行うべきでないと

考えております。二つのポイントがあります。 

 まず、政府支出は国民の資産であり、現状の環境下で銀行業全体が大きく企業価

値を減少させている中、同様の業務を開始することは、国民資産を毀損させるリス

クを増大させる可能性があると考えております。 

 上場後、そのようなリスクを許容する株主のもと、業務を開始するのであれば納

得性があると思われますが、政府支出の下、そのようなリスクを許容すべきでない

と考えられます。株式売却のスケジュールを明確にすることを新規業務の条件とす

べきと考えております。 

 また、現状のように、金融業界全体で資産積み上げが困難な状態において、さら

にリスクをとった資産を積み増すことになれば、もし経済環境が悪化した場合、金

融システム全般を混乱させる可能性があり、国民生活全般に影響を与える結果とも

なりかねません。政府支出のもと、民間企業以上にリスクを取っていくことは、民

間企業及び国民生活全般に悪影響を与えてしまう可能性があることを懸念いたしま
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す。企業価値の向上とグローバルサービスの維持を目指すのであれば、国民資産の

毀損リスクを孕んだバランスシートを利用するビジネスではなく、既存認可されて

いる手数料ビジネス等の強化により着実な収益を積み増すこととともに、経営効率

の徹底によるコストの削減を実施することがまず先決ではないかと考えております。 

 以上、経済同友会からの意見を述べさせていただきました。 

○西室委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様から。どうぞ。 

○米澤委員長代理 

 どうも御議論ありがとうございます。 

 色々教えていただくところ、多々あるのですけれども、基本的に我々というか、

新しい、特に金融二社に関して働いているのは、ユニバーサルサービスという制約

条件のもとでそれをつつがなくやっていくというのが大使命な感じだと理解してい

るのです。サービスというのは、簡単に言うと、不採算のローカルな郵便局も維持

しながら、維持しているのは金融二社ではありませんけれども、維持するための手

数料を払って維持してもらっているということなので、その大制約があるので、お

っしゃったとおり、普通の民間金融機関と同じように、企業価値最大化だったら、

その辺をスパッと切ってしまって、規模を縮小して、それで上場に向けていくのが、

誰の目から見ても分かる答えなのです。ですから、それができないのをまず御理解

いただきたいということなのです。それができない制約のもとで、でも上場しなく

てはいけない、上場に向けて何かやらなくてはいけないといったときに何をすべき

かといったときに、おっしゃるとおりリスクは多大に持っているというのはそのと

おりなのです。 

 御認識いただきたいのは、一つは、こんなに馬鹿でかいのですけれども、やって

いることはほとんど国債で運用しているのです。いわゆるナローバンクなのです。

何が一番怖いかというと、国債の金利が上がることです。これが怖いわけです。そ

もそもそうでなくてもスプレッドは余りとれないというのは分かるかと思います。

我々は直接国債も買えるわけですから、それが間に入って国債を買いにいくという

のは、それで儲かるのかというと、儲からないのですが、それ以上に金利上昇なの

です。 

 ですので、私の理解では、仮に住宅ローンに出ていく場合には、一つは、リスク

を分散させる。固定の金利で住宅ローンをやってしまったら、ほとんど国債を運用

しているのと余り変わりなくて、さらに信用リスクもあるのですけれども、例えば

変動リスクで貸すとかいうのであれば、そのところのいわゆる金利変動リスクを少

し、そこからそうでないところのリスクにいって分散させるということなので、規

模は縮小できませんけれども、規模を拡大するのではなくて、そこのところのリス

クの組換えをして、リスクを全体として抑えると考えていただけると、少し違った

絵が出てくるのではないだろうかと。 
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○村上政府関係法人改革推進PT副委員長 

 その点については、同友会としてもユニバーサルバンクを提供されるという形に

関しては、かつ、上場されるという大変困難なチャレンジをされているというのは

重々理解しているのですけれども、それを達成するための方法として、例えば、住

宅ローンと国債というのをいつも同列のような形で議論をされていると思うのです

けれども、ローンというバランスシートを使った場合は、元本リスクを発生させま

す。ただ単に金利リスクだけではなくて元本リスクを発生させるものです。 

 ところが、国債というのは、元本リスク、これは国というものをどうやって信用

するかという問題もありますけれども、例えばギリシャとかそういったものは元本

リスクが発生するのですけれども、日本の国内においては、現状において元本リス

クがない状態で、金利リスクのみを対象としたリスク量と。となると、金利リスク

だけを持っているものと元本リスクを持っているもので、スプレッドはどのぐらい

必要かというのを十分理解した上で取り組まなければいけない。 

 なぜ銀行が評価されていないかというと、リスクに見合ったリターンが取れてい

ない市場であるといった分析をされて、要するに、期間収益が例えば国債の倍ある

としたとしても、それがリスクに見合ったリターンベースではないと評価されてい

るので株価が下がっている。要するに、分散しなければいけませんよというのは十

分に分かるのでけれども、それがリスクリターンで劣後する商品に投資をすること

によって分散することが、果たして国の出資がある中でやるべきことかどうかとい

うのを判断していただきたいと。むしろ、そういったバランスシートのリスクを取

るのではなくて、ユニバーサルバンクが必要です、例えば仲介業が必要ですという

話になれば、金融仲介というところに経営資源をシフトさせた形で、そこで収益、

要するに手数料収益というのは、逆に言えば、ゼロになった場合、最低限でゼロで

すから、マイナスになることはありませんから、住宅ローンをバランスシートでや

るということは、逆に言えば、マイナスになるリスクを相当負いながらプラスを取

っていくと。これは、民間企業として、そういったリスクを取るのですよと納得の

株主の下においてはやってもいいことだと思いますし、例えば、１年後上場するの

で、１年後からこういったビジネスを始めますという形で業務プランを立てられて

上場過程に入られるのであれば、それはすごく納得性があることだと我々は思いま

すけれども、上場がいつになるかわからない状態で、バランスシートのリスクだけ

を政府の出資、要するに、国民の資産を使って、それがマイナスになるかもしれま

せん、プラスになる可能性もちょっとはあるかもしれませんというような状態で利

用されるというのは、非常に危険な行動ではないかなと思います。 

○米澤委員長代理 

 そうですか。 

○村上政府関係法人改革推進PT副委員長 

 すみません。これは金融としての理解でございます。 

○西室委員長 
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 もう一言いかがですか。よろしいですか。 

○米澤委員長代理 

 はい。 

○西室委員長 

 それでは、清原さん、何かございますか。 

○清原委員 

 ありがとうございます。 

 御認識、一致していると思うのですけれども、要するに、ユニバーサルサービス

を三事業で展開するということと、株式の上場をするということのなかなか難しい

ことが法律では定められているわけなのですが、私の立場ですと、ユニバーサルサ

ービスと、また地域に密着した取組みをどのように今後進めていただけるかという

ところに着眼点があります。その際、日本と言っても、狭いようで極めて広い。大

変地域特性、あるいは人口構造の特性、世帯構造の特性、あるいは産業構造の特性

等がある中で、ユニバーサルサービスを果たしていかなければならない。 

 それを御認識された上で、今回の御意見でも、業務範囲や運用対象の拡大ではな

くて、リスク管理の強化、資産規模の適正化、そして効率化というのがキーワード

であるとおっしゃったのですね。ここが難しいのでございまして、ユニバーサルサ

ービスを進めていくときに、米澤委員もおっしゃったのですが、効率化の観点を入

れたとたんに、ユニバーサルサービスというのは撤退へ力が働いていくわけです。

したがいまして、全体としての効率化というか、いい意味でのまさにそこがバラン

スなのですけれども、ユニバーサルサービスを継続、あるいは維持、あるいは向上

していくだけの収益性を上げなければいけない。 

 そのときの御提案で、ここから御質問なのですが、いわゆる手数料収入でやって

いけるのではないかということをおっしゃったのですけれども、手数料収入でやっ

ていけるのではないかということについて、これだけおっしゃるからには、同友会

でもある程度の試算というか、根拠を持っておっしゃっていると思うのですけれど

も、現状だけではなくて、こういうようなことをすることによって、より一層手数

料収入の増高が見られるのではないかということで、何か腹案をお持ちではないか

と思うのです。新規事業ではなくてというところ。何か御提案があれば教えていた

だければと思います。 

○村上政府関係法人改革推進PT副委員長 

 まず、効率化というイメージをされると、効率というのは二つあると思っていま

して、量を縮小するという意味の効率化という意味と、もう一つが生産性をどうや

って上げていくかという効率化というのがあると思います。特に、例えば地域の方

で生産性を上げていくということをやっていかないと、この部分というのは、単に

同じ業態で、どこの部分に資本を配置されるかというものにおいて、その配置され

た資本をどうやってうまく使うかという話だと思っていまして、手数料ビジネスと

いうのは、逆に言えば、そういった各地域のところに営業サービスをもうちょっと
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上げましょうねというようなイメージの手数料ということが考えられると思うので

すね。バランスシートというのは、例えばセントラルにいた方が、より、要するに

絵を描いて、うまく収益ができますねという計画は幾らでもできるのですけれども、

実際にそれを達成したときのリスクリターンがどうかとか、そういったことにくる

と、銀行各社見ていただければ、苦労されているところだと思いますので、そうい

ったところを考えてみるべきかなと思っております。 

 それと、あと、腹案という形なのですけれども、これは、例えば、ゆうちょ銀行、

よく言われるのですけれども、振込手数料というのが他社と比べて相当安いですよ

という話をよくされます。ただしこれは、要するに、手数料を安くして競争力を付

けているという面と、他社と同等の手数料をいただいて、よりサービスを向上させ

るというような、要するに手数料をいただいても納得性のあるサービスを御提供さ

れているかどうかといった面をレビューされるべきではないかなと。要するに、振

込手数料は簡単なものですけれども、そういったものも考えられますと。 

 あるいは国債の販売ですと、今、バランスシートを膨らませて国債を運用します

よというビジネスモデルを作られていますけれども、これを国債の販売という形に

転化されると、国債というのは、個人国債、御存じのとおり、50ベーシスか60ベー

シス、販売手数料が入ります。今、スプレッドでROAを見てみますと、23ベーシスし

かございません。0.23％です。すみません、ベーシスを使うと分からないと思いま

すが、0.23％。国債の販売をすると0.5％から0.6％です。ということは、同じ金額

の預金を集めて国債を運用するよりも、国債を販売した方がより効率的になります

と。そういったところが効率性という意味でのチャレンジすべきことではないかな

と。 

 まず第１に、要するに、経営として、ゆうちょ銀行とか、それをどうやって改善

させるかというと、やはりそういったところを、これは地道な努力だと思いますし、

ものすごく経営資源、例えば販売員の教育とか、そういったところを傾注しなけれ

ばいけない、ものすごく面倒くさいビジネスでありますし、ゴールが見えるかとい

うと、なかなか努力、積み上げのものですから、そういったところをやっていかな

いといけないと思っていますし、これだけのネットワークをお持ちの状態で、じゃ、

どうやってやるかというと、やはりその効率性を上げていく。じゃ、直ちに預金を

例えば1,000万から2,000万に上げたら集まるでしょうか。それを国債で運用すれば

23ベーシスですねというのであれば、販売員を教育して国債を販売した方が、より

スプレッドが大きくなるといった形になりますので、そういったところも考えられ

るかなと。 

 あるいは、投資信託の販売でも、これも現在、窓販はされていますけれども、実

際上、これは伸びていますかというと、他社、例えば、Ａ社とかＢ社は、銀行でも

ものすごく伸ばしていらっしゃるところがありますと。これはものすごく販売体制

を変更され、教育もされ、どういったリスクですかという説明能力を高めて、経営

努力をされて伸ばされていました。そういったことをとりあえずやるべきではない
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ですかと。 

 例えば、先ほど申しましたように、今、バランスシートを使って何をするか。リ

スクを取りましょうというのは簡単なのですけれども、それというのは、現在、各

銀行業界から出ていると思いますけれども、今、オーバーバンキングの状態で、銀

行がたくさんあって、貸し先がないですという状態になっているので、なぜ銀行の

株価が下がっているかというと、要するに競争が激化しているために、適正なリタ

ーンが取れていないという状態が続きまくっています。そういう状態でゆうちょ銀

行もそこに入っていきますと、さらにリターンが下がってくる。リスクが大きくな

ってくる。ということは、システム全体のリスクも増大してくるし、あるいは、新

たなゆうちょ銀行の価値はどうですかというと、現在においても下落傾向のものに

拍車を掛けてくるといった状況になるよりは、そういった効率化、あるいは現有勢

力をどうやって収益化していくか、あるいはどうやって教育して、収益を稼げるパ

ターンに変えていくかといったことを努力されるべきではないでしょうかというの

が、すみません、何か経済同友会的な発想ですけれども、そういった観点を持って

おります。 

○西室委員長 

 ありがとうございます。よろしいですか。 

○米澤委員長代理 

 それは異議ないです。 

○西室委員長 

 非常にセオリティカルなお話だったのですけれども、セオリティカルなお話が相

当に破綻しているような気が最初からしているのです。株価のお話をなさいました

が、日本の銀行の株価が下がっている一番大きな原因は、今言われたタームだと、

明らかに欧州の経済危機と金融全体に対する問題。世界的な傾向なのです。金融の

株価が下がっているのは。それを捨象して大げさに言うのは少しおかしい。 

 それから、二つ目におかしいのは、日本の国債、これの保有は、明らかにゆうち

ょ銀行は減っています。それに対して猛烈に増えるというのはメガバンクなのです。

これは、今のお話の全く逆のお話で、民から官に国債の所有を持っていく。そこで

リスクがあるよとおっしゃると、もしもゆうちょ銀行が必死になって国債を消費者

に売ったとすると、国のリスクを民間どころか一般庶民に分散する分配係になれと、

こういうお話ですよね。これは極めて我々としてやるべきでない。それは、先ほど

投信をやった方がもうかるとおっしゃったけれども、今、ゆうちょ銀行が投信をお

勧めして大変非難を被っています。小さい預金者から。それと同じようなことは、

実は銀行は知らん顔できるけれども、ゆうちょ銀行はなかなか知らん顔できないの

です。地域に密着しているから。その辺の違いというのは一度考えていただきたい

と思います。 

○村上政府関係法人改革推進PT副委員長 

 恐らく国債の保有に対してどうかとか、そういったところは、逆に言えば、要す
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るに、ローンのビジネスが全体的にシュリンクしていますよという状態があると思

いますし、日本の金融機関は、足元だけ言えば、欧州危機だけですかというと、例

えば、その前はリーマンショックがありました。その前はサブプライムローンがあ

りました。その前は日本の大きな不良債権問題がありました。この20年間を見ただ

けでも、50年に１度、100年に１度と言われる危機が何回も発生しています。そうい

ったマーケットにゆうちょ銀行はいらっしゃいます。そこにおいて、今、銀行と同

じビジネスモデルで同じようなポートフォリオを今から作っていきましょうという

ような観点をされるような話、新規業務がそういう方向に向かうということは、逆

に言えば、大きなリスクを負うことになりますよというので。 

○西室委員長 

 御心配はすごく分かります。ただ、心配そのものを、どうやってこの委員会はそ

この心配の部分をどのように少なくし、取り除いていくかということ。 

○米澤委員長代理 

 およそフルラインの第２のメガバンク、第３のメガバンクを推奨するつもりは全

く私はないです。できないです。 

○西室委員長 

 全員そういうことは考えていないと思います。それで、これから先色々知恵を貸

していただきたいのです。本当のところ。ですから、これからもひとつ、色々御意

見があったら、ぜひとも伺いたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○村上政府関係法人改革推進PT副委員長 

 変なことを言いましてどうもすみませんでした。ありがとうございました。 

○西室委員長 

 どうもお忙しいところありがとうございます。 

（公益社団法人経済同友会退室） 

○西室委員長 

 金融の話になると、私も素人ではないから、つい言いたいことが増えてしまって

すみません。 

 それでは、９件終わったわけですけれども、委員の皆様方、何かございますでし

ょうか。よろしいですか。 

（「なし」と声あり） 

○西室委員長 

 それでは、日程その他、事務局からよろしくお願いします。 

○南事務局次長 

 また別途改めて。 

○西室委員長 

 それでは、以上をもちまして、本日の郵政民営化委員会、閉会にさせていただき

たいと思います。 

 本日の模様につきましては、すぐ後に記者会見をやって説明しようと思っており
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ます。よろしくお願いいたします。どうも今日は長時間ありがとうございました。 


